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電気通信事業法第33条第２項に基づく第１種指定電気通信設備との接続に関する契約約款の一部改正 

旧 新 
第１章 総則 

（用語の定義） 

第３条 この約款においては、次表の左欄の用語はそれぞれ右欄の意味で使用します。 

用  語 意     味 

1～66 (略) (略) 

67 通信用建物 通信の用に供するための当社の建物であって、標準的な接続箇所を有す

るもの 

68～74 （略） （略） 

74-2 音声帯域回線収

容装置 

アナログ電話サービスを提供するために必要な方路設定又は監視・制御

機能を有する協定事業者の装置等であって、音声帯域回線を収容する当

社が指定する配分架が設置されている当社の通信用建物内に協定事業者

が設置するもの 

74-3～89-2 （略） （略） 

90 光信号端末回線 光信号の伝送に係る端末回線（光局外スプリッタ（通信用建物以外に設

置される光信号の多重分離を行う装置をいいます。以下同じとします。）

を含むものと含まないものがあります。その区間において伝送装置及び

その付属設備を設置しないものに限ります。） 

 

 

91～93 （略） （略） 

94 光信号中継回線 当社の通信用建物（当社が別に定める当社以外の建物を含みます。）間

の光信号の伝送に係る伝送路設備 

94-2～94-4 （略） （略） 

95 光信号局内伝送路 当社の光主配線盤間若しくは当社の光主配線盤と他事業者の電気通信設

備との間又は当社の電気通信設備と他事業者の電気通信設備との間に設

置される光信号の伝送に係る伝送路設備であって、同一の通信用建物内

又は同一敷地内にある別の通信用建物間に終始するもの（その区間にお

いて伝送装置及びその付属設備を設置しないものに限ります。） 

 

 

第２章  接続する設備の範囲 

第１節   標準的な接続箇所 

（標準的な接続箇所） 

第５条 当社の指定電気通信設備と他事業者の電気通信設備との標準的な接続箇所は次のとおりとします。 

標準的な接続箇所 内            容 

(1) 端末回線の線端 他事業者の電気通信設備と当社の端末回線との間に保安器若しくは回線

終端装置を設置するときは保安器若しくは回線終端装置の他事業者側端

子、他事業者の電気通信設備と当社の端末回線との間に配線盤を設置す

るとき（保安器を同時に設置するときを除きます。）は配線盤の当社側

端子又は専用サービスにおいて当社の通信用建物に終端する専用線の場

合は当社の配線盤の当社側端子 

第１章 総則 

（用語の定義） 

第３条 この約款においては、次表の左欄の用語はそれぞれ右欄の意味で使用します。 

用  語 意     味 

1～66 (略) (略) 

67 通信用建物 通信の用に供するための当社及び当社が別に定める当社以外の建物であ

って、標準的な接続箇所を有するもの 

68～74 （略） （略） 

74-2 音声帯域回線収

容装置 

アナログ電話サービスを提供するために必要な方路設定又は監視・制御

機能を有する協定事業者の装置等であって、音声帯域回線を収容する当

社が指定する配分架が設置されている通信用建物に協定事業者が設置す

るもの 

74-3～89-2 （略） （略） 

90 光信号端末回線 光信号の伝送に係る端末回線（光局外スプリッタ（通信用建物等（通信

用建物及びその通信用建物から工事可能な最も近い当社の指定するマン

ホール等までの間の管路若しくはとう道を含みます。以下同じとしま

す。）以外に設置される光信号の多重分離を行う装置をいいます。以下

同じとします。）を含むものと含まないものがあります。その区間にお

いて伝送装置及びその付属設備を設置しないものに限ります。） 

91～93 （略） （略） 

94 光信号中継回線 通信用建物等間の光信号の伝送に係る伝送路設備 

 

94-2～94-4 （略） （略） 

95 光信号局内伝送路 当社の光主配線盤間若しくは当社の光主配線盤と他事業者の電気通信設

備との間又は当社の電気通信設備と他事業者の電気通信設備との間に設

置される光信号の伝送に係る伝送路設備であって、同一の通信用建物内

又は同一敷地内にある別の通信用建物等間に終始するもの（その区間に

おいて伝送装置及びその付属設備を設置しないものに限ります。） 

 

 

第２章  接続する設備の範囲 

第１節   標準的な接続箇所 

（標準的な接続箇所） 

第５条 当社の指定電気通信設備と他事業者の電気通信設備との標準的な接続箇所は次のとおりとします。 

標準的な接続箇所 内            容 

(1) 端末回線の線端 他事業者の電気通信設備と当社の端末回線との間に保安器若しくは回線

終端装置を設置するときは保安器若しくは回線終端装置の他事業者側端

子、他事業者の電気通信設備と当社の端末回線との間に配線盤を設置す

るとき（保安器を同時に設置するときを除きます。）は配線盤の当社側

端子又は専用サービスにおいて通信用建物に終端する専用線の場合は当

社の配線盤の当社側端子 
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(1) －２ （略） （略） 

(1)－３ 加入者光主

配線盤 

当社の通信用建物内に設置される加入者光主配線盤（光信号端末回線を

収容する当社が指定する配分架をいいます。以下同じとします。）の他

事業者側端子又は加入者光主配線盤と他事業者の電気通信設備との間に

光信号局内伝送路を設置するときは他事業者の電気通信設備の当社側コ

ネクタ 

(1) － ４ ～ (2) － ２ 

（略） 

（略） 

(2)－３ ＩＳＭ交換

機の端末回

線側 

ＩＳＭ交換機に収容する端末回線に接続する他事業者の電気通信設備

（別表１に規定するＩＳＭ折返し機能を提供するＩＳＭ交換機を設置す

る通信用建物内に設置するものに限ります。）の当社側コネクタ 

(3)～(5) （略） （略） 

(5)－２ 中継局セル

リレー装置 

中継局セルリレー装置（当社の通信用建物に設置されるＡＴＭ方式によ

り符号を交換するための電気通信設備をいいます。以下同じとします。）

の当社配分架の他事業者側コネクタ、中継局セルリレー装置に係る中継

伝送路設備の他事業者側に設置される伝送装置の当社配分架の他事業者

側コネクタ又は中継局セルリレー装置と他事業者の電気通信設備との間

に光信号局内伝送路を設置するときは他事業者の電気通信設備の当社側

コネクタ 

 

  第２節 相互接続点 

（相互接続点の設置場所） 

第７条 当社及び接続申込者は、当社の指定電気通信設備と接続申込者の電気通信設備との接続にあたり、

第５条（標準的な接続箇所）に規定する接続箇所において相互接続点を設置するものとします。ただし、

当社及び接続申込者は、第 10 条の３（相互接続点の調査及び設置申込み）第２項又は第 10 条の６（相互

接続点を当社の通信用建物内と異なる場所に設置する場合の取扱い）に規定するところにより、標準的な

接続箇所以外の箇所に相互接続点を設置することがあります｡ 

 

（相互接続点の設置範囲） 

第８条 当社及び接続申込者は、第５条（標準的な接続箇所）第１項の表中第１欄に規定する標準的な接続

箇所に相互接続点を設置するときは、通信用建物（当社が別に定める当社以外の建物を含みます。以下同

じとします。）ごとに当社が定める区域内（電話サービス契約約款に規定する電話加入区域若しくは収容

区域又は総合ディジタル通信サービス契約約款に規定する総合ディジタル通信サービス区域をいいます。

この項において「収容区域等」といいます。）に相互接続点を設置するものとします。この場合において、

当社は、収容区域等外に相互接続点を設置する場合には、接続申込者と協議します。 

２ 当社及び接続申込者は、第５条（標準的な接続箇所）第１項の表中第２欄から第６欄に規定する標準的

な接続箇所以外の箇所に相互接続点を設置する場合は、次によるものとします。  

(1) 相互接続点の設置場所が当社の通信用建物内（とう道及びマンホール内を含みます。以下同じとし

ます。）であるとき 

    その標準的な接続箇所の所在する中継区域（当社の指定する中継交換機に中継伝送路設備が収容さ

れる区域をいいます。）内。 

(2) 相互接続点の設置場所が当社の通信用建物内と異なる場所であるとき 

    その標準的な接続箇所が所在する単位料金区域内。 

 

(1) －２ （略） （略） 

(1)－３ 加入者光主

配線盤 

通信用建物に設置される加入者光主配線盤（光信号端末回線を収容する

当社が指定する配分架をいいます。以下同じとします。）の他事業者側

端子又は加入者光主配線盤と他事業者の電気通信設備との間に光信号局

内伝送路を設置するときは他事業者の電気通信設備の当社側コネクタ 

 

(1) － ４ ～ (2) － ２ 

（略） 

（略） 

(2)－３ ＩＳＭ交換

機の端末回

線側 

ＩＳＭ交換機に収容する端末回線に接続する他事業者の電気通信設備

（別表１に規定するＩＳＭ折返し機能を提供するＩＳＭ交換機を設置す

る通信用建物に設置するものに限ります。）の当社側コネクタ 

(3)～(5) （略） （略） 

(5)－２ 中継局セル

リレー装置 

中継局セルリレー装置（通信用建物に設置されるＡＴＭ方式により符号

を交換するための電気通信設備をいいます。以下同じとします。）の当

社配分架の他事業者側コネクタ、中継局セルリレー装置に係る中継伝送

路設備の他事業者側に設置される伝送装置の当社配分架の他事業者側コ

ネクタ又は中継局セルリレー装置と他事業者の２ＤＫ気通信設備との間

に光信号局内伝送路を設置するときは他事業者の電気通信設備の当社側

コネクタ 

 

  第２節 相互接続点 

（相互接続点の設置場所） 

第７条 当社及び接続申込者は、当社の指定電気通信設備と接続申込者の電気通信設備との接続にあたり、

第５条（標準的な接続箇所）に規定する接続箇所において相互接続点を設置するものとします。ただし、

当社及び接続申込者は、第 10 条の３（相互接続点の調査及び設置申込み）第２項又は第 10 条の６（相互

接続点を通信用建物等と異なる場所に設置する場合の取扱い）に規定するところにより、標準的な接続箇

所以外の箇所に相互接続点を設置することがあります。 

 

（相互接続点の設置範囲） 

第８条 当社及び接続申込者は、第５条（標準的な接続箇所）第１項の表中第１欄に規定する標準的な接続

箇所に相互接続点を設置するときは、通信用建物ごとに当社が定める区域内（電話サービス契約約款に規

定する電話加入区域若しくは収容区域又は総合ディジタル通信サービス契約約款に規定する総合ディジタ

ル通信サービス区域をいいます。この項において「収容区域等」といいます。）に相互接続点を設置する

ものとします。この場合において、当社は、収容区域等外に相互接続点を設置する場合には、接続申込者

と協議します。 

２ 当社及び接続申込者は、第５条（標準的な接続箇所）第１項の表中第２欄から第６欄に規定する標準的

な接続箇所以外の箇所に相互接続点を設置する場合は、次によるものとします。  

(1) 相互接続点の設置場所が通信用建物等であるとき 

 

    その標準的な接続箇所の所在する中継区域（当社の指定する中継交換機に中継伝送路設備が収容され

る区域をいいます。）内。 

(2) 相互接続点の設置場所が通信用建物等と異なる場所であるとき 

    その標準的な接続箇所が所在する単位料金区域内。 
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第３節 接続対象地域 

（当社の接続対象地域） 

第９条 当社の接続対象地域は事業法第９条又は第13条の規定により登録又は変更登録を受けた業務区域

（第５条（標準的な接続箇所）第１項の表中第２欄において光信号伝送装置（光信号主端末回線を収容す

る伝送装置であって、複数の光信号主端末回線収容装置（光信号主端末回線を収容するために光信号伝送

装置に設置する装置をいいます。以下同じとします。）を設置できるものをいいます。以下同じとします。）

若しくは光信号電気信号変換装置（当社の光信号端末回線を収容する伝送装置（当社の通信用建物内に設

置するものに限ります。）であって、光信号と電気信号との間を変換するものをいいます。以下同じとし

ます。）と接続する場合、第５条第１項の表中第１－３欄において光信号主端末回線と接続する場合又は

ＩＰ通信網と接続する場合は、当社が別に定める地域とします。）とします。 

 

第２章の２ 通信用建物等に相互接続点を設置する等の手続き 

（事前照会） 

第10条の２ 接続申込者は、当社が指定する事務取扱所に別表３（様式）様式第１の事前照会申込書を提出

することにより、通信用建物等（当社の通信用建物又はその通信用建物から工事可能な最も近い当社の指

定するマンホール等までの間の管路若しくはとう道をいいます。以下同じとします。）又は光回線設備（光

信号局内伝送路を含みます。以下この章及び次章第６節の２並びに別表３において同じとします。）に関

する情報の提供を請求することができます。当社は、事前照会申込書に必要事項が記載されていることを

確認した時をもって、申込みの受け付けとします。 

２ 前項の請求により当社が提供する情報は、次の各号のうち接続申込者が事前照会申込書に指定する事項

とします。 

(1)～(3) （略） 

 (4) 通信用建物等に接続に必要な装置等を設置する場合に、当社の通信用建物内に相互接続点を設置す  

ることの可否 

 

（相互接続点の調査及び設置申込み） 

第10条の３ 接続申込者は、当社の指定電気通信設備と接続する場合であって、当社の通信用建物内に相互

接続点を設置しようとするとき（第10条の13（電柱添架の申込み）第１項に規定する電柱添架となる場合

を除きます。）は、当社に対し、別表３（様式）様式第３の相互接続点調査及び設置申込書により、相互

接続点の設置の可否についての調査の申込み（相互接続点の設置を予定する当社の通信用建物の指定を含

みます。）及びその相互接続点の設置の申込みを行うことを要します。当社は、相互接続点調査及び設置

申込書に必要事項が記載されていることを確認した時をもって、相互接続点の調査及び設置の申込みの受

け付けとします。この場合において、接続申込者は、その申込みに先立って第11条（事前調査の申込み）

に規定する事前調査の申込みを行っている必要はありません。 

２～４ （略） 

５ 当社は、第３項の検討の結果、次の各号のいずれにも該当しないと判断した場合は、特別の事情がない

限り、その検討の対象が通信用建物内（とう道及びマンホール内を除きます。）となるときであって接続

申込者が利用可能な周辺設備等の設置又は改修（増設、減設又は廃止を含みます。以下同じとします。）

の検討が必要でないことが明らかなときは第１項に規定する申込みの到達した日（以下この項において

「到達日」といいます。）から２週間以内、その検討の対象が通信用建物内（とう道及びマンホール内を

除きます。）となるときであって接続申込者が利用可能な周辺設備等の設置又は改修の検討が必要である

ときは到達日から１ヶ月以内、それ以外のときは到達日から１ヶ月半以内にその通信用建物内に相互接続

点を設置することができる旨の回答（接続に必要な装置等を設置するための場所の選定においては、その

接続申込者の要望に基づき可能な限り相互接続点と接続に必要な装置等を設置する場所が近接すること

とするその他の方法により、当社又はその接続申込者以外の他事業者の電気通信役務の提供を阻害しない

第３節 接続対象地域 

（当社の接続対象地域） 

第９条 当社の接続対象地域は事業法第９条又は第13条の規定により登録又は変更登録を受けた業務区域

（第５条（標準的な接続箇所）第１項の表中第２欄において光信号伝送装置（光信号主端末回線を収容す

る伝送装置であって、複数の光信号主端末回線収容装置（光信号主端末回線を収容するために光信号伝送

装置に設置する装置をいいます。以下同じとします。）を設置できるものをいいます。以下同じとします。）

若しくは光信号電気信号変換装置（当社の光信号端末回線を収容する伝送装置（通信用建物に設置するも

のに限ります。）であって、光信号と電気信号との間を変換するものをいいます。以下同じとします。）

と接続する場合、第５条第１項の表中第１－３欄において光信号主端末回線と接続する場合又はＩＰ通信

網と接続する場合は、当社が別に定める地域とします。）とします。 

 

第２章の２ 通信用建物等に相互接続点を設置する等の手続き 

（事前照会） 

第10条の２ 接続申込者は、当社が指定する事務取扱所に別表３（様式）様式第１の事前照会申込書を提出

することにより、通信用建物等又は光回線設備（光信号局内伝送路を含みます。以下この章及び次章第６

節の２並びに別表３において同じとします。）に関する情報の提供を請求することができます。当社は、

事前照会申込書に必要事項が記載されていることを確認した時をもって、申込みの受け付けとします。 

 

 

２ 前項の請求により当社が提供する情報は、次の各号のうち接続申込者が事前照会申込書に指定する事項

とします。 

(1)～(3) （略） 

(4) 通信用建物等に接続に必要な装置等を設置する場合に、通信用建物等に相互接続点を設置することの

可否 

 

（相互接続点の調査及び設置申込み） 

第10条の３ 接続申込者は、当社の指定電気通信設備と接続する場合であって、通信用建物等に相互接続点

を設置しようとするとき（第10条の13（電柱添架の申込み）第１項に規定する電柱添架となる場合を除き

ます。）は、当社に対し、別表３（様式）様式第３の相互接続点調査及び設置申込書により、相互接続点

の設置の可否についての調査の申込み（相互接続点の設置を予定する通信用建物等の指定を含みます。）

及びその相互接続点の設置の申込みを行うことを要します。当社は、相互接続点調査及び設置申込書に必

要事項が記載されていることを確認した時をもって、相互接続点の調査及び設置の申込みの受け付けとし

ます。この場合において、接続申込者は、その申込みに先立って第11条（事前調査の申込み）に規定する

事前調査の申込みを行っている必要はありません。 

２～４ （略） 

５ 当社は、第３項の検討の結果、次の各号のいずれにも該当しないと判断した場合は、特別の事情がない

限り、その検討の対象が通信用建物となるときであって接続申込者が利用可能な周辺設備等の設置又は改

修（増設、減設又は廃止を含みます。以下同じとします。）の検討が必要でないことが明らかなときは第

１項に規定する申込みの到達した日（以下この項において「到達日」といいます。）から２週間以内、そ

の検討の対象が通信用建物となるときであって接続申込者が利用可能な周辺設備等の設置又は改修の検討

が必要であるときは到達日から１ヶ月以内、それ以外のときは到達日から１ヶ月半以内にその通信用建物

等に相互接続点を設置することができる旨の回答（接続に必要な装置等を設置するための場所の選定にお

いては、その接続申込者の要望に基づき可能な限り相互接続点と接続に必要な装置等を設置する場所が近

接することとするその他の方法により、当社又はその接続申込者以外の他事業者の電気通信役務の提供を

阻害しない範囲内でその接続申込者の負担額が最も低廉となることを基本とするものとし、接続に必要な
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範囲内でその接続申込者の負担額が最も低廉となることを基本とするものとし、接続に必要な装置等を設

置するために必要となる面積を超えた面積の場所をその接続申込者の意思に反して指定しないものとし

ます。）を別表３（様式）様式第４の書面により行い、その回答をもって第１項に規定する相互接続点の

設置の申込みの承諾とします。この場合において、当社は、その回答内容に従って、その通信用建物等に

おける相互接続点及び接続に必要な装置等を設置するための空き場所（第１号に規定するものとします。）

を保留します。 

  ただし、当該通信用建物等における場所等の利用状況及び逼迫状況等に鑑み、当社は、接続申込者にそ

の保留している空き場所の保留解除のための協議を申し入れることがあります。 

(1)～(4) （略） 

(5) 接続に必要な装置等に対して電力の供給を行うことにより、当社がその接続に必要な装置等を設置

する当社の通信用建物に関し、電力会社（電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条第１項第８号に

定める電気事業者のうち、当社が電気の供給を受けることを約した会社をいいます。）と締結している

電気の供給に係る契約の内容に著しい変更を生じ、又は生じるおそれがあること。 

６ 当社は、前項の規定にかかわらず、前項第１号に該当しないと判断した場合であって、通信用建物等

に接続に必要な装置等を設置するための空き場所の量（前項第２号から第９号のいずれにも該当しない

と判断した場合に、当社が提供可能な量とします。）が管理基準量（スペースにあっては18基準架（当

社が別に定める利用単位を「１基準架」といいます。以下同じとします。）、ＭＤＦ端子にあっては5000

回線に相当する端子、受電電力容量及び発電電力容量にあっては72kVA とします。以下同じとします。）

を下回っているとき（相互接続点の調査の申込みに対して、その申込みに係る通信用建物内に相互接続

点を設置することができる旨の回答をすることによって、空き場所の量が管理基準量を下回るとき（以

下、当該相互接続点の調査の申込みを「配分管理開始申込み」といいます。）を含みます。）は、次の

各号の場合を除いて、管理基準量を下回っている空き場所管理項目について、配分上限量（スペースに

あっては空き場所の量が６基準架以上18 基準架未満のときは３架（１の接続に必要な装置等を設置す

るために要するスペースを「１架」といいます。１架は１基準架を超えないものに限ります。以下同じ

とします。）、空き場所の量が６基準架未満のときは２架、ＭＤＦ端子にあっては1000回線に相当する

端子、受電電力容量及び発電電力容量にあっては８kVAとします。以下同じとします。）の範囲（配分

管理開始申込みがあった場合には、当該申込みがあったときの管理基準量に達するまでの空き場所の量

に配分上限量を加えたもの（ただし、配分管理開始申込みの量が、管理基準量に達するまでの空き場所

の量に配分上限量を加えたものに満たない場合には、その量とします。）とします。）で、当該通信用

建物内に相互接続点を設置することができる旨の回答を行うものとします。この場合において、当社は、

当社の通信用建物内に相互接続点を設置しようとする接続申込者に対し、次の各号のいずれにも該当し

ないことを当社が確認できる書面の提出を求めることがあります。 

ただし、接続申込者の相互接続点の調査の申込みに係る１架が１基準架を超えるとき又は接続申込

者が提供している複数の種類の電気通信サービスに係る相互接続点の調査の申込みによって配分上限

量を超えざるを得ないとき等の特別の事情があるときは、当社は接続申込者と協議の上、配分上限量

の範囲を超えて、当該通信用建物内に相互接続点を設置することができる旨の回答を行う場合があり

ます。この場合において、当該接続申込者は、特別な事情を証する書面を提出することを要します。 

(1) 当該通信用建物内において接続申込者が保留している空き場所の量が、配分上限量を上回ってい

るとき 

(2) 当該通信用建物内における接続申込者のＭＤＦ端子利用率（接続申込者が提供するＤＳＬサービ

スに関して、接続申込者が利用しているＭＤＦ端子数を接続申込者が利用しているＭＤＦ端子数と

保留しているＭＤＦ端子数の合計で除した数値をいいます。）が0.5に満たないとき 

 

７ 前２項の場合において、その通信用建物内に相互接続点を設置することができないときは、当社は、

書面によりその理由を通知します。 

装置等を設置するために必要となる面積を超えた面積の場所をその接続申込者の意思に反して指定しない

ものとします。）を別表３（様式）様式第４の書面により行い、その回答をもって第１項に規定する相互

接続点の設置の申込みの承諾とします。この場合において、当社は、その回答内容に従って、その通信用

建物等における相互接続点及び接続に必要な装置等を設置するための空き場所（第１号に規定するものと

します。）を保留します。 

  ただし、当該通信用建物等における場所等の利用状況及び逼迫状況等に鑑み、当社は、接続申込者にそ

の保留している空き場所の保留解除のための協議を申し入れることがあります。 

 

(1)～(4) （略） 

(5) 接続に必要な装置等に対して電力の供給を行うことにより、当社がその接続に必要な装置等を設置す

る通信用建物等に関し、電力会社（電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条第１項第８号に定める 電

気事業者のうち、当社が電気の供給を受けることを約した会社をいいます。）と締結している電気の供

給に係る契約の内容に著しい変更を生じ、又は生じるおそれがあること。 

６ 当社は、前項の規定にかかわらず、前項第１号に該当しないと判断した場合であって、通信用建物に

接続に必要な装置等を設置するための空き場所の量（前項第２号から第９号のいずれにも該当しないと

判断した場合に、当社が提供可能な量とします。）が管理基準量（スペースにあっては18基準架（当社

が別に定める利用単位を「１基準架」といいます。以下同じとします。）、ＭＤＦ端子にあっては5000

回線に相当する端子、受電電力容量及び発電電力容量にあっては72kVA とします。以下同じとします。）

を下回っているとき（相互接続点の調査の申込みに対して、その申込みに係る通信用建物等に相互接続

点を設置することができる旨の回答をすることによって、空き場所の量が管理基準量を下回るとき（以

下、当該相互接続点の調査の申込みを「配分管理開始申込み」といいます。）を含みます。）は、次の

各号の場合を除いて、管理基準量を下回っている空き場所管理項目について、配分上限量（スペースに

あっては空き場所の量が６基準架以上18 基準架未満のときは３架（１の接続に必要な装置等を設置する

ために要するスペースを「１架」といいます。１架は１基準架を超えないものに限ります。以下同じと

します。）、空き場所の量が６基準架未満のときは２架、ＭＤＦ端子にあっては1000回線に相当する端

子、受電電力容量及び発電電力容量にあっては８kVAとします。以下同じとします。）の範囲（配分管

理開始申込みがあった場合には、当該申込みがあったときの管理基準量に達するまでの空き場所の量に

配分上限量を加えたもの（ただし、配分管理開始申込みの量が、管理基準量に達するまでの空き場所の

量に配分上限量を加えたものに満たない場合には、その量とします。）とします。）で、当該通信用建

物等に相互接続点を設置することができる旨の回答を行うものとします。この場合において、当社は、

通信用建物等に相互接続点を設置しようとする接続申込者に対し、次の各号のいずれにも該当しないこ

とを当社が確認できる書面の提出を求めることがあります。 

ただし、接続申込者の相互接続点の調査の申込みに係る１架が１基準架を超えるとき又は接続申込者

が提供している複数の種類の電気通信サービスに係る相互接続点の調査の申込みによって配分上限量

を超えざるを得ないとき等の特別の事情があるときは、当社は接続申込者と協議の上、配分上限量の範

囲を超えて、当該通信用建物等に相互接続点を設置することができる旨の回答を行う場合があります。

この場合において、当該接続申込者は、特別な事情を証する書面を提出することを要します。 

(1) 当該通信用建物において接続申込者が保留している空き場所の量が、配分上限量を上回っている

とき 

(2) 当該通信用建物における接続申込者のＭＤＦ端子利用率（接続申込者が提供するＤＳＬサービス

に関して、接続申込者が利用しているＭＤＦ端子数を接続申込者が利用しているＭＤＦ端子数と保留

しているＭＤＦ端子数の合計で除した数値をいいます。）が 0.5に満たないとき 

 

７ 前２項の場合において、その通信用建物等に相互接続点を設置することができないときは、当社は、

書面によりその理由を通知します。 
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８ 当社の通信用建物に当社のＤＳＬ装置、局内スプリッタ、光信号電気信号変換装置等（当社の音声利

用ＩＰ通信網サービス契約約款に定める第１種サービスの接続契約者回線に係る当社のＬＡＮ型通信

網サービス契約約款に定める電気通信サービス（次の各号に係るものに限ります。）の契約者回線（そ

の終端が当社の音声利用ＩＰ通信網サービス契約約款に定める回線収容部に収容されるものを除きま

す。）の終端とすることができる区域として当社が定める通信用建物（インターネットを通じて閲覧で

きるようにします。）に、その回線を提供するために設置される光信号電気信号変換装置（回線終端装

置に対向するものに限ります。）及びそれと一体として設置されるルータをいいます。以下次条におい

て同じとします。）又はＩＰ電話用ルータ（専ら当社の音声利用ＩＰ通信網サービスを提供するために

設置される収容局ルータをいいます。以下次条において同じとします。）を設置する場合は、その通信

用建物に他事業者が同等の設備を設置する場合の前各項の手続きと同等の手続きを要するものとしま

す。 

 （ＮＴＴ東日本の接続約款の場合） 

(1)～(2) （略） 

（ＮＴＴ西日本の接続約款の場合） 

(1)～(2) （略） 

９ 接続申込者は、当社の指定電気通信設備と接続する場合であって通信用建物内に相互接続点を設置し

ようとするときは、第１項に規定する相互接続点の調査及びその設置の申込みと併せて、通信用建物に

当社が現に設置しているラック（以下、「当社ラック」といいます。）における接続に必要な装置等の

設置の可否についての調査の申込み及びその設置の申込みを行うことができます。 

10 当社は、前項に規定する当社ラックに接続に必要な装置等の調査の申込みがあったときは、当社ラッ

クにおいて接続に必要な装置等の設置の可否を検討します。この場合において、接続申込者は、設置し

ようとする装置等が接続に必要な装置等であることを前項に規定する書面に添付することを要すもの

とし、その通信用建物内に接続に必要な装置等を設置するために接続申込者が準備するラック（以下、

他事業者ラックといいます。）現に設置している他事業者ラックがあるときは、その他事業者ラックに

接続に必要な装置等を設置することができないと判断した理由を証する書面の提示等を要します。 

11 当社は、前項の検討の結果、次の各号のいずれにも該当しないと判断した場合は、その通信用建物内

の当社ラックに接続に必要な装置等を設置できる旨の回答を行い、その回答をもって第９項に規定する

当社ラックにおける接続に必要な装置等の設置の申込みの承諾とします。この場合において、当社は、

その回答内容に従って、当社ラックにおいて接続に必要な装置等を設置するための空き場所（当社ラッ

クにおけるスペース、受電電力容量及び発電電力容量に係るものとします。以下本項において同じとし

ます。）を保留します。 

ただし、当社ラックにおけるスペース、受電電力容量及び発電電力容量の利用状況及び逼迫状況等

に鑑み、当社は、接続申込者にその保留している空き場所の保留解除のための協議を申し入れること

があります。 

(1)～(5) （略）  

 

（相互接続点の設置） 

第 10 条の４ 接続申込者は、前条第５項、第６項又は第 11 項に規定する回答を当社が行った日から６ヶ月

（以下「相互接続点設置工事着手期間」といいます。）以内（当社の責めに帰すべき事由による期間は除

きます。）に接続に必要な装置等の設置の工事（第 95 条（接続に必要な装置等の設置に係る契約）第１

項に規定する契約に基づき当社が請け負う工事を含みます。以下同じとします。）に着手することを要し

ます。 

ただし、接続申込者が、相互接続点設置工事着手期間内に、別表３（様式）様式第５－２の相互接点設

置工事着手延伸申込書により、当社に対し、工事の着手を延伸したい旨を申し出た場合には、延伸理由に

ついて接続申込者の責めに帰すべき事由等の特別の事情があるときを除いて、当社は、相互接続点設置工

８ 通信用建物に当社のＤＳＬ装置、局内スプリッタ、光信号電気信号変換装置等（当社の音声利用ＩＰ

通信網サービス契約約款に定める第１種サービスの接続契約者回線に係る当社のＬＡＮ型通信網サービ

ス契約約款に定める電気通信サービス（次の各号に係るものに限ります。）の契約者回線（その終端が

当社の音声利用ＩＰ通信網サービス契約約款に定める回線収容部に収容されるものを除きます。）の終

端とすることができる区域として当社が定める通信用建物（インターネットを通じて閲覧できるように

します。）に、その回線を提供するために設置される光信号電気信号変換装置（回線終端装置に対向す

るものに限ります。）及びそれと一体として設置されるルータをいいます。以下次条において同じとし

ます。）又はＩＰ電話用ルータ（専ら当社の音声利用ＩＰ通信網サービスを提供するために設置される

収容局ルータをいいます。以下次条において同じとします。）を設置する場合は、その通信用建物に他

事業者が同等の設備を設置する場合の前各項の手続きと同等の手続きを要するものとします。 

 （ＮＴＴ東日本の接続約款の場合） 

(1)～(2) （略） 

（ＮＴＴ西日本の接続約款の場合） 

(1)～(2) （略） 

 

９ 接続申込者は、当社の指定電気通信設備と接続する場合であって通信用建物等に相互接続点を設置し

ようとするときは、第１項に規定する相互接続点の調査及びその設置の申込みと併せて、通信用建物に

当社が現に設置しているラック（以下、「当社ラック」といいます。）における接続に必要な装置等の

設置の可否についての調査の申込み及びその設置の申込みを行うことができます。 

10 当社は、前項に規定する当社ラックに接続に必要な装置等の調査の申込みがあったときは、当社ラッ

クにおいて接続に必要な装置等の設置の可否を検討します。この場合において、接続申込者は、設置し

ようとする装置等が接続に必要な装置等であることを前項に規定する書面に添付することを要すものと

し、その通信用建物に接続に必要な装置等を設置するために接続申込者が準備するラック（以下、「他

事業者ラック」といいます。）を現に設置しているときは、その他事業者ラックに接続に必要な装置等

を設置することができないと判断した理由を証する書面の提示等を要します。 

11 当社は、前項の検討の結果、次の各号のいずれにも該当しないと判断した場合は、その通信用建物の

当社ラックに接続に必要な装置等を設置できる旨の回答を行い、その回答をもって第９項に規定する当

社ラックにおける接続に必要な装置等の設置の申込みの承諾とします。この場合において、当社は、そ

の回答内容に従って、当社ラックにおいて接続に必要な装置等を設置するための空き場所（当社ラック

におけるスペース、受電電力容量及び発電電力容量に係るものとします。以下本項において同じとしま

す。）を保留します。 

ただし、当社ラックにおけるスペース、受電電力容量及び発電電力容量の利用状況及び逼迫状況等に

鑑み、当社は、接続申込者にその保留している空き場所の保留解除のための協議を申し入れることがあ

ります。 

(1)～(5) （略） 

 

（相互接続点の設置） 

第10条の４ 接続申込者は、前条第５項、第６項又は第11項に規定する回答を当社が行った日から６ヶ月（以

下「相互接続点設置工事着手期間」といいます。）以内（当社の責めに帰すべき事由による期間は除きま

す。）に接続に必要な装置等の設置の工事（第95条（接続に必要な装置等の設置に係る契約）第１項に規

定する契約に基づき当社が請け負う工事を含みます。以下同じとします。）に着手することを要します。 

ただし、接続申込者が、相互接続点設置工事着手期間内に、別表３（様式）様式第５－２の相互接点設

置工事着手延伸申込書により、当社に対し、工事の着手を延伸したい旨を申し出た場合には、延伸理由に

ついて接続申込者の責めに帰すべき事由等の特別の事情があるときを除いて、当社は、相互接続点設置工

事着手期間について、前条第５項、第６項又は第11項に規定する回答を当社が行った日から９ヶ月までの
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事着手期間について、前条第５項、第６項又は第 11 項に規定する回答を当社が行った日から９ヶ月まで

の範囲で延長することを認めるものとします。 

この場合において、当社は、前条第５項、第６項又は第 11 項に規定する回答を当社が行った日から６

ヶ月が経過する日をもって、接続申込者が接続に必要な装置等を設置して利用するためのスペース及び受

発電設備の利用を開始するものとみなします。 

２～５ (略) 

６ 当社の通信用建物に当社のＤＳＬ装置、局内スプリッタ、光信号電気信号変換装置等又はＩＰ電話用

ルータを設置する場合は、その通信用建物に他事業者が同等の設備を設置する場合の前各項の手続きと

同等の手続きを要するものとします。 

 

（接続申込者等の接続に必要な装置等の設置場所への立入り） 

第10条の５ 第10条の３（相互接続点の調査及び設置申込み）第５項により相互接続点を設置可能と回答し

た当社の通信用建物内に相互接続点を設置するとき又は同条第11 項により当社ラックに接続に必要な装置

等を設置可能と回答した当社ラックに接続に必要な設備を設置するときは、その接続申込者又はその接続

申込者が指定した者は、第10条の３第５項又は第11 項の回答の内容を確認するため、その回答に係る通信

用建物等に立ち入ることができます。この場合において、立入者の数は、その目的に必要な範囲内に限る

ものとします。 

 

（相互接続点を当社の通信用建物内と異なる場所に設置する場合の取扱い） 

第10条の６ 当社は、接続申込者から当社の通信用建物内と異なる場所に相互接続点を設置する申込みがあ

った場合は、次の各号に該当するときに限り、その申込みを承諾します。 

(1)～(3) （略） 

 

（相互接続点を設置する場所の確保） 

第10条の７ 接続申込者は、相互接続点を第５条（標準的な接続箇所）第１項の表中第１欄に規定する端末

回線の線端に設置する場合又は前条の規定により当社の通信用建物内と異なる場所に設置する場合は、相

互接続点を設置する場所を確保することを要します。 

 

（準用） 

第10条の８ 第11条（事前調査の申込み）第４項の規定は、第10条の３（相互接続点の調査及び設置申込み）

第１項、同条第２項、同条第９項又は第10条の６（相互接続点を当社の通信用建物内と異なる場所に設置

する場合の取扱い）の場合に準用します。 

 

（電柱添架の申込み） 

第10条の13 接続申込者は、当社の指定電気通信設備と接続する場合であって、電柱添架（当社の電柱に相

互接続点を設置する場合にその電柱に接続に必要な装置等を設置すること又は当社の通信用建物内に相

互接続点を設置する場合に当社の通信用建物の敷地内の電柱に接続に必要な装置等を設置することをい

います。以下同じとします。）を実施しようとするときは、当社と電柱添架に関する基本契約を締結し、

その契約において定める電柱添架申請書により、当社に対し、電柱添架の申込みを行うことを要します。

当社は、電柱添架申請書に必要事項が記載されていることを確認した時をもって、電柱添架の申込みの受

け付けとします。この場合において、接続申込者は、その申込みに先立って第11条（事前調査の申込み）

に規定する事前調査の申込みを行っている必要はありません。 

 

第３章 協定の締結手続き等 

 第１節 事前調査 

範囲で延長することを認めるものとします。 

 

 

 

 

２～５ (略) 

６ 通信用建物に当社のＤＳＬ装置、局内スプリッタ、光信号電気信号変換装置等又はＩＰ電話用ルータ

を設置する場合は、その通信用建物に他事業者が同等の設備を設置する場合の前各項の手続きと同等の

手続きを要するものとします。 

 

（接続申込者等の接続に必要な装置等の設置場所への立入り） 

第10条の５ 第10条の３（相互接続点の調査及び設置申込み）第５項により相互接続点を設置可能と回答し

た通信用建物等に相互接続点を設置するとき又は同条第11 項により当社ラックに接続に必要な装置等を設

置可能と回答した当社ラックに接続に必要な設備を設置するときは、その接続申込者又はその接続申込者が

指定した者は、第10条の３第５項又は第11 項の回答の内容を確認するため、その回答に係る通信用建物等

に立ち入ることができます。この場合において、立入者の数は、その目的に必要な範囲内に限るものとしま

す。 

 

（相互接続点を通信用建物等と異なる場所に設置する場合の取扱い） 

第10条の６ 当社は、接続申込者から通信用建物等と異なる場所に相互接続点を設置する申込みがあった場

合は、次の各号に該当するときに限り、その申込みを承諾します。 

(1)～(3) （略） 

 

（相互接続点を設置する場所の確保） 

第10条の７ 接続申込者は、相互接続点を第５条（標準的な接続箇所）第１項の表中第１欄に規定する端末

回線の線端に設置する場合又は前条の規定により通信用建物等と異なる場所に設置する場合は、相互接続点

を設置する場所を確保することを要します。 

 

（準用） 

第10条の８ 第11条（事前調査の申込み）第４項の規定は、第10条の３（相互接続点の調査及び設置申込み）

第１項、同条第２項、同条第９項又は第10条の６（相互接続点を通信用建物等と異なる場所に設置する場

合の取扱い）の場合に準用します。 

 

（電柱添架の申込み） 

第10条の13 接続申込者は、当社の指定電気通信設備と接続する場合であって、電柱添架（電柱に相互接続

点を設置する場合にその電柱に接続に必要な装置等を設置すること又は通信用建物等に相互接続点を設置

する場合に通信用建物の敷地内の電柱に接続に必要な装置等を設置することをいいます。以下同じとしま

す。）を実施しようとするときは、当社と電柱添架に関する基本契約を締結し、その契約において定める

電柱添架申請書により、当社に対し、電柱添架の申込みを行うことを要します。当社は、電柱添架申請書

に必要事項が記載されていることを確認した時をもって、電柱添架の申込みの受け付けとします。この場

合において、接続申込者は、その申込みに先立って第11条（事前調査の申込み）に規定する事前調査の申

込みを行っている必要はありません。 

 

  第３章 協定の締結手続き等 

   第１節 事前調査 
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（事前調査の受付及び順番） 

第12条  

１～２ （略） 

３  当社は、接続の申込みが複数ある場合であって、それらの申込みが、同一の接続開始希望時期又は同一

の通信用建物内に設置されている設備への接続であるときは、申込みを受け付けた順番に従って事前調査

を行います。 

 

第５節 接続用設備の設置又は改修の申込み  

（接続用設備の設置又は改修の申込み） 

第23条 接続申込者（第５条（標準的な接続箇所）第１項の表中第３欄又は第４欄において既に接続を実施

している協定事業者を除きます。以下この条において同じとします。）は、次の接続用設備の設置又は改

修の申込み（第２号又は第３号の場合の申込みには、加入者交換機等接続回線設置等工事（加入者交換機

若しくは中継交換機又はそれらの交換機の伝送装置と接続するための接続回線の設置又は廃止に係る工

事をいいます。以下同じとします。）の申込みを含みます。）を当社が指定する事務取扱所に行うことが

できます。 

ただし、第２号から第５号の申込みを行う接続申込者は、第50条（トラヒック又は回線数等の通知）第

２項の規定により当社に通知したトラヒック及び回線数並びに伝送装置等の収容状況に係る情報等に基

づき、その申込みの前に、当社と接続用設備の利用効率等の最適化を図るための協議を行うことを要しま

す。 

(1) ～(4) （略）  

 (5) 第５条（標準的な接続箇所）第１項の表中第１欄を除く標準的な接続箇所において接続する場合で 

あって、当社の通信用建物内と異なる場所に相互接続点を設置する場合 

その標準的な接続箇所からその相互接続点を設置した場所までの間の当社の伝送路 

 

（接続用設備の設置又は改修の申込みの承諾） 

第25条 （略） 

２ 接続申込者が、第23条第１項第２号又は第３号に規定する交換機又は交換機の伝送装置で接続する場合

において、接続用設備の設置又は改修の申込みを行うことにより、当社が加入者交換機又は中継交換機の

新設を行う必要が生じたときは、当社は、同一の通信用建物内においてその交換機又はその交換機の伝送

装置と接続するための接続用設備の設置又は改修を申し込んでいる全ての接続申込者及びその交換機又

はその交換機の伝送装置との接続を現に行っている全ての協定事業者に対して、その接続用設備の利用効

率等の最適化を図るための協議を申し入れることがあります。 

 

第６節の２ 当社の光回線設備との接続に関する手続き 

（光信号端末回線又は光信号局内伝送路の接続申込み） 

第34条の４ 

１～３ （略） 

４ 第２項の場合において、当社が接続する光信号端末回線を特定して提供可能時期を回答したときは、当

社は、接続開始時期までに、その光信号端末回線に係る情報（加入者光主配線盤設置フロア、光成端盤設

置フロア、コネクタ（当社の通信用建物又は利用者の建物に設置されるものとします。）種別、ファイバ

種別及び伝送損失（計算による値となります。）を含みます。以下次項において同じとします。）を提供

するものとします。 

 

（光回線設備の非現用芯線がない場合の立入り） 

第34条の５ （略） 

（事前調査の受付及び順番） 

第12条  

１～２ （略） 

３  当社は、接続の申込みが複数ある場合であって、それらの申込みが、同一の接続開始希望時期又は同一

の通信用建物等に設置されている設備への接続であるときは、申込みを受け付けた順番に従って事前調査

を行います。 

 

  第５節 接続用設備の設置又は改修の申込み  

（接続用設備の設置又は改修の申込み） 

第23条 接続申込者（第５条（標準的な接続箇所）第１項の表中第３欄又は第４欄において既に接続を実施

している協定事業者を除きます。以下この条において同じとします。）は、次の接続用設備の設置又は改

修の申込み（第２号又は第３号の場合の申込みには、加入者交換機等接続回線設置等工事（加入者交換機

若しくは中継交換機又はそれらの交換機の伝送装置と接続するための接続回線の設置又は廃止に係る工事

をいいます。以下同じとします。）の申込みを含みます。）を当社が指定する事務取扱所に行うことがで

きます。 

ただし、第２号から第５号の申込みを行う接続申込者は、第50条（トラヒック又は回線数等の通知）第

２項の規定により当社に通知したトラヒック及び回線数並びに伝送装置等の収容状況に係る情報等に基づ

き、その申込みの前に、当社と接続用設備の利用効率等の最適化を図るための協議を行うことを要します。 

 

(1)～(4) （略）   

 (5) 第５条（標準的な接続箇所）第１項の表中第１欄を除く標準的な接続箇所において接続する場合であ

って、通信用建物等と異なる場所に相互接続点を設置する場合 

その標準的な接続箇所からその相互接続点を設置した場所までの間の当社の伝送路 

 

（接続用設備の設置又は改修の申込みの承諾） 

第25条 （略） 

２ 接続申込者が、第23条第１項第２号又は第３号に規定する交換機又は交換機の伝送装置で接続する場合

において、接続用設備の設置又は改修の申込みを行うことにより、当社が加入者交換機又は中継交換機の

新設を行う必要が生じたときは、当社は、同一の通信用建物等においてその交換機又はその交換機の伝送

装置と接続するための接続用設備の設置又は改修を申し込んでいる全ての接続申込者及びその交換機又は

その交換機の伝送装置との接続を現に行っている全ての協定事業者に対して、その接続用設備の利用効率

等の最適化を図るための協議を申し入れることがあります。 

  

 第６節の２ 当社の光回線設備との接続に関する手続き 

（光信号端末回線又は光信号局内伝送路の接続申込み） 

第34条の４ 

１～３ （略） 

４ 第２項の場合において、当社が接続する光信号端末回線を特定して提供可能時期を回答したときは、当

社は、接続開始時期までに、その光信号端末回線に係る情報（加入者光主配線盤設置フロア、光成端盤設

置フロア、コネクタ（通信用建物又は利用者の建物に設置されるものとします。）種別、ファイバ種別及

び伝送損失（計算による値となります。）を含みます。以下次項において同じとします。）を提供するも

のとします。 

 

（光回線設備の非現用芯線がない場合の立入り） 

第34条の５ （略） 
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２ 前項の場合において、接続申込者は、立入りを行おうとする日の５営業日前までに別表３（様式）様式

第６の書面により立入りを行う当社の通信用建物の名称、日時及び目的並びに立入者の氏名を当社の事務

取扱所に通知し、立入りの承諾を受けることを要します。 

 

 

第６章 責務 

   第１節 責務 

（緊急措置等） 

第49 条の２ 接続申込者は、通信用建物等又は当社の電柱において発火又は発煙が生じていることを発見

した場合は、消防機関への通報を直ちに行うことを要するものとし、警報装置の鳴動及び当社への連絡並

びに消火活動等の緊急措置を直ちに行うよう努めるものとします。 

２ 接続申込者は、通信用建物等への立入りを行わせるため又は当社の電柱における接続に必要な装置等の

設置若しくは保守を行わせるためにその接続申込者が指定した者に、前項の規定を遵守させることを要し

ます。 

３ （略） 

４ 接続申込者の責めに帰すべき事由により通信用建物等又は当社の電柱において発火、発煙又は落下等が

生じた場合（その接続申込者が設置した装置等の不具合等に起因して生じた場合を含みます。）において、

当社又は第三者に損害が生じたときは、その接続申込者は、その損害（当社又は第三者が行う消火活動等

の緊急措置によって生じたもの（その緊急措置を行った者の故意又は重大な過失によって生じたものを除

きます。）を含みます。）を賠償することを要します。この場合において、その第三者はその接続申込者

に対し、直接に損害賠償を請求できるものとします。 

 

   第２節 保守 

（保全措置） 

第51 条の２ 接続申込者は、通信用建物等又は当社の電柱に接続に必要な装置等を設置する場合は、発火、

発煙又は落下等が生じることのないよう、その装置等を維持することを要します。 

 

  第10章 料金等 

   第３節 工事費及び手続費等の支払義務 

（手続費の支払義務） 

第68 条 協定事業者は、次の各号の場合には、料金表第２表第２（手続費）に規定する手続費の支払いを

要します。 

 (1)～(10) （略） 

(11) その協定事業者が、第10 条の２（事前照会）の規定により、相互接続点を設置しようとする当社の

通信用建物等又は光回線設備（光信号局内伝送路を含みます。）に関する情報の提供を受けたとき。 

(12) その協定事業者が通信用建物等において接続に必要な装置等を設置又は撤去する場合であって、当

社がその接続に必要な装置等を設置する場所までの配線その他の設備の設計、その設置に係る通信用建

物において近接した時期に行われる他の工事との工事調整、その協定事業者が行った接続に必要な装置

等の設置又は撤去の結果の確認、その撤去に伴う設備情報の変更管理、その他接続に必要な装置等の設

置又は撤去に付随した作業を行ったとき。 

 

 第７節 割増金、違約及び延滞利息 

（通信用建物等に相互接続点を設置する等の手続きに係る違約金） 

第 78 条の３ （略） 

２ 前項第１号の場合において、接続申込者が、第 95 条第２項の規定により、設備保管料（保管料に限り

２ 前項の場合において、接続申込者は、立入りを行おうとする日の５営業日前までに別表３（様式）様式

第６の書面により立入りを行う通信用建物の名称、日時及び目的並びに立入者の氏名を当社の事務取扱所

に通知し、立入りの承諾を受けることを要します。 

 

 

第６章 責務 

   第１節 責務 

（緊急措置等） 

第49 条の２ 接続申込者は、通信用建物等又は電柱において発火又は発煙が生じていることを発見した場合

は、消防機関への通報を直ちに行うことを要するものとし、警報装置の鳴動及び当社への連絡並びに消火

活動等の緊急措置を直ちに行うよう努めるものとします。 

２ 接続申込者は、通信用建物等への立入りを行わせるため又は電柱における接続に必要な装置等の設置若

しくは保守を行わせるためにその接続申込者が指定した者に、前項の規定を遵守させることを要します。 

３ （略）  

４ 接続申込者の責めに帰すべき事由により通信用建物等又は電柱において発火、発煙又は落下等が生じた

場合（その接続申込者が設置した装置等の不具合等に起因して生じた場合を含みます。）において、当社

又は第三者に損害が生じたときは、その接続申込者は、その損害（当社又は第三者が行う消火活動等の緊

急措置によって生じたもの（その緊急措置を行った者の故意又は重大な過失によって生じたものを除きま

す。）を含みます。）を賠償することを要します。この場合において、その第三者はその接続申込者に対

し、直接に損害賠償を請求できるものとします。 

 

 

   第２節 保守 

（保全措置） 

第51 条の２ 接続申込者は、通信用建物等又は電柱に接続に必要な装置等を設置する場合は、発火、発煙又

は落下等が生じることのないよう、その装置等を維持することを要します。 

 

  第10章 料金等 

   第３節 工事費及び手続費等の支払義務 

（手続費の支払義務） 

第68 条 協定事業者は、次の各号の場合には、料金表第２表第２（手続費）に規定する手続費の支払いを要

します。 

 (1)～(10) （略） 

(11) その協定事業者が、第10 条の２（事前照会）の規定により、相互接続点を設置しようとする通信用

建物等又は光回線設備（光信号局内伝送路を含みます。）に関する情報の提供を受けたとき。 

(12) その協定事業者が通信用建物等において接続に必要な装置等を設置又は撤去する場合であって、当社

がその接続に必要な装置等を設置する場所までの配線その他の設備の設計、その設置に係る通信用建物等

において近接した時期に行われる他の工事との工事調整、その協定事業者が行った接続に必要な装置等の

設置又は撤去の結果の確認、その撤去に伴う設備情報の変更管理、その他接続に必要な装置等の設置又は

撤去に付随した作業を行ったとき。 

  

  第７節 割増金、違約及び延滞利息 

（通信用建物等に相互接続点を設置する等の手続きに係る違約金） 

第 78 条の３ （略） 

２ 前項の場合において、接続申込者が、第 95条第２項の規定により、設備保管料（保管料に限ります。）
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ます。）及び設備使用料（受発電設備に係るものに限ります。）に係る費用（撤回された部分の申込みに

係るものに限ります。）を負担するときは、その費用の額に消費税相当額を加算した額を違約金から減額

するものとします。 

 

第14章 相互接続点を当社の通信用建物内に設置する場合の取扱い 

（接続に必要な装置等の設置又は保守に係る契約） 

第95 条 第10 条の３（相互接続点の調査及び設置申込み）第５項又は第６項の規定により相互接続点を設

置可能と回答した通信用建物内に相互接続点を設置するとき（当該回答を当社が行った日から６ヶ月以内

に接続に必要な装置等を設置又は撤去するための工事に着手することにより、接続に必要な装置等を設置

するためのスペースの利用を開始する場合（以下この条において「工事着手による利用開始」といいます。）

及び第10条の４（相互接続点の設置）第１項の規定により利用を開始するものとみなす場合を含みます。

以下、工事着手による利用開始の日から接続に必要な装置等を現用に供する日の前日までの期間を「接続

に必要な装置等の非現用期間」といい、第10条の４第１項の規定により利用を開始するものとみなす日か

ら接続に必要な装置等を現用に供する日の前日までの期間を「接続に必要な装置等のみなし非現用期間」

といい、接続申込者が接続に必要な装置等を現用に供する日（第１号に規定する契約に基づき当社が工事

を請け負う場合は、当社が接続申込者に通知した工事完了予定日又は当社の電力設備の準備が整う日のい

ずれか遅い日をいい、接続申込者が通信用建物等において接続に必要な装置等を自ら設置するための工事

（以下「自前工事」といいます。）の場合であって、接続申込者が新たな電力設備利用を開始しないとき

は、接続申込者が別表３（様式）様式第25の自前工事実施申込書に記載した工事完了予定日又は自前工事

が完了する日のいずれか早い日、接続申込者が新たな電力設備利用を開始するときは、接続申込者が自前

工事実施申込書に記載した電力設備利用開始希望日又は当社の電力設備の準備が整う日のいずれか遅い

日をいいます。）から、接続に必要な通信用建物等の利用を終了する日までの期間を「接続に必要な装置

等の現用期間」といいます。）は、当社は、次の各号に従ってその接続申込者と契約を締結します。また、

同条第11 項の規定により、当社ラックに接続に必要な装置等を設置できる旨回答した通信用建物内の当

社ラックに接続に必要な装置等を設置するときは、第１号及び第２号に規定する契約を締結することを要

します。ただし、第１号又は第２号の場合であって、その接続に必要な装置等を当社が設置又は保守でき

ないときその他特別な理由があるときは、この限りではありません。 

(1) 当社が接続申込者から接続に必要な装置等を預かりこれを通信用建物等に設置するとき又は接続申

込者が通信用建物等において接続に必要な装置等を設置する場合であって当社がその作業の一部を請

け負うとき。 

接続に必要な装置等の設置の全部又は一部の請負に関する契約（以下「建設請負契約」といいます。） 

(2) 当社が接続申込者から接続に必要な装置等を預かり、これを通信用建物等において設置又は保守する

場合（接続に必要な装置等の非現用期間を含みます。） 

接続に必要な装置等の保守の請負等に関する契約（以下「預かり保守等契約」といいます。） 

(3) 接続申込者が通信用建物等において接続に必要な装置等を設置又は保守する場合（接続に必要な装置

等の非現用期間を含みます。） 

接続に必要な装置等の設置に要するスペース相当（保守スペースを含みます。以下同じとします。）

の利用に関する契約（以下「コロケーション・スペース利用契約」といいます。） 

２ 前項の場合において、接続申込者は、次の各号に従って費用を負担することを要します。この場合にお

いて、当社は、前項の契約その他の書面に料金表第２表の２（建設請負契約に基づく負担額）又は料金表

第３表（預かり保守等契約等に基づく負担額）に規定する算出式の項目（建設請負契約に基づく負担額に

あっては、請負工事費と材料費に分計した内訳を含むものとします。）ごとの費用を示すものとします。 

(1) 建設請負契約を締結する場合 

料金表第２表の２（建設請負契約に基づく負担額）に規定する費用のうち該当する費用とします。 

(2) 預かり保守等契約を締結する場合 

及び設備使用料に係る費用（撤回された部分の申込みに係るものに限ります。）を負担するときは、その

費用の額に消費税相当額を加算した額を違約金から減額するものとします。 

 

 

第14章 相互接続点を通信用建物等に設置する場合の取扱い 

 （接続に必要な装置等の設置又は保守に係る契約） 

第95 条 第10条の３（相互接続点の調査及び設置申込み）第５項、第６項又は第11項の規定により相互接続

点を設置可能と回答した通信用建物等に相互接続点を設置するとき（当該回答を当社が行った日から６ヶ

月以内に接続に必要な装置等を設置又は撤去するための工事に着手することにより、接続に必要な装置等

を設置するためのスペースの利用を開始する場合を含みます。）は、当社は、次の各号に従ってその接続

申込者と契約を締結します。また、同条第11項の規定により、当社ラックに接続に必要な装置等を設置で

きる旨回答した通信用建物の当社ラックに接続に必要な装置等を設置するときは、第１号及び第２号に規

定する契約を締結することを要します。ただし、第１号又は第２号の場合であって、その接続に必要な装

置等を当社が設置又は保守できないときその他特別な理由があるときは、この限りではありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 当社が接続申込者から接続に必要な装置等を預かりこれを通信用建物等に設置するとき又は接続申込

者が通信用建物等において接続に必要な装置等を設置する場合であって当社がその作業の一部を請け負

うとき。 

接続に必要な装置等の設置の全部又は一部の請負に関する契約（以下「建設請負契約」といいます。） 

(2) 当社が接続申込者から接続に必要な装置等を預かり、これを通信用建物等において設置又は保守する

場合 

接続に必要な装置等の保守の請負等に関する契約（以下「預かり保守等契約」といいます。） 

(3) 接続申込者が通信用建物等において接続に必要な装置等を設置又は保守する場合 

接続に必要な装置等の設置に要するスペース相当（保守スペースを含みます。以下同じとします。）

の利用に関する契約（以下「コロケーション・スペース利用契約」といいます。） 

 

２ 前項の場合において、接続申込者は、次の各号に従って費用を負担することを要します。この場合におい

て、当社は、前項の契約その他の書面に料金表第２表の２（建設請負契約に基づく負担額）又は料金表第

３表（預かり保守等契約等に基づく負担額）に規定する算出式の項目（建設請負契約に基づく負担額にあ

っては、請負工事費と材料費に分計した内訳を含むものとします。）ごとの費用を示すものとします。 

(1) 建設請負契約を締結する場合 

料金表第２表の２（建設請負契約に基づく負担額）に規定する費用のうち該当する費用とします。 

(2) 預かり保守等契約を締結する場合 
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接続に必要な装置等の現用期間にあっては、料金表第３表（預かり保守等契約等に基づく負担額）

に規定する費用のうち該当する費用とします。 

ただし、接続に必要な装置等の非現用期間にあっては、同表第１（通信用建物に係る負担額）１

（算出式）(1)アに規定する保管料に限ります。また、接続に必要な装置等のみなし非現用期間にあ

っては、同表第１（通信用建物に係る負担額）１（算出式）(1)アに規定する保管料及び(2)に規定

する設備使用料（受発電設備に係るものに限ります。）に限ります。 

(3) コロケーション・スペース利用契約を締結する場合 

接続に必要な装置等の現用期間にあっては、料金表第３表（預かり保守等契約等に基づく負担額）

に規定する費用（同表第１（通信用建物に係る負担額）に規定する費用については、設備保守料を

除きます。）のうち該当する費用とします。 

ただし、接続に必要な装置等の非現用期間にあっては、同表第１（通信用建物に係る負担額）１

（算出式）(1)アに規定する保管料に限ります。また、接続に必要な装置等のみなし非現用期間にあ

っては、同表第１（通信用建物に係る負担額）１（算出式）(1)アに規定する保管料及び(2)に規定

する設備使用料（受発電設備に係るものに限ります。）に限ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３～４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（接続申込者等が接続に必要な装置等の設置又は保守を行う場合の立入り） 

第95条の３ 接続申込者又は接続に必要な装置等の設置若しくは保守を行う者としてその接続申込者が指

定した者（その接続に必要な装置等以外の設備にわたる作業を行う場合にあっては、当社が別に定める通

信用建物等において工事若しくは保守を行うことができる団体の基準を満たす団体の被用者に限りま

す。）は、接続に必要な装置等の設置又は保守のために通信用建物等に立ち入ることができます。この場

料金表第３表（預かり保守等契約等に基づく負担額）に規定する費用のうち、次号の各欄に定める

期間において該当する費用とします。 

ただし、同表第１（通信用建物に係る負担額）１（算出式）(3)に規定する設備保守料にあっては、

次号ウ欄に規定する電気料を負担する期間と同じ期間において該当する費用とします。 

 

 

(3) コロケーション・スペース利用契約を締結する場合 

料金表第３表（預かり保守等契約等に基づく負担額）に規定する費用（同表第１（通信用建物に係る

負担額）に規定する費用については、設備保守料を除きます。）のうち、次の各欄に定める期間にお

いて該当する費用とします。 

ア 同表第１（通信用建物に係る負担額）１（算出式）(1)アに規定する保管料及び(2)に規定する設

備使用料（受発電設備に係るものに限ります。）を負担する期間 

第 10 条の３（相互接続点の調査及び設置申込み）第５項、第６項又は第 11 項に規定する回答

を当社が行った日から接続に必要な通信用建物等の利用を終了する日までの期間 

イ 同表第１（通信用建物に係る負担額）１（算出式）(2)に規定する設備使用料（受発電設備に係

るものを除きます。）を負担する期間 

当社の電力設備の準備が整う日から、接続に必要な通信用建物等の利用を終了する日までの期

間 

ウ 同表第１（通信用建物に係る負担額）１（算出式）(1)イに規定する電気料を負担する期間 

（ｱ）建設請負契約に基づき当社が工事を請け負う場合であって、新たな電力設備利用を開始すると

き 

当社が接続申込者に通知した工事完了予定日又は当社の電力設備の準備が整う日のいずれ

か遅い日から、接続に必要な通信用建物等の利用を終了する日までの期間 

（ｲ） 接続申込者が通信用建物等において接続に必要な装置等を自ら設置する工事（以下「自前工

事」といいます。）を行う場合であって、新たな電力設備利用を開始するとき 

接続申込者が自前工事実施申込書に記載した電力設備利用開始希望日又は当社の電力設備

の準備が整う日のいずれか遅い日から、接続に必要な通信用建物等の利用を終了する日までの

期間 

 

３～４ （略） 

 

５ 第２項第２号及び第３号の場合において、接続申込者は、建設請負契約に基づく工事の申込み又は自前

工事の申込みが当社に到達する日以降、当社の電力設備の準備を整える作業に要する期間（当社の電力設

備の準備が整う前に、自前工事に着手することにより、接続に必要な装置等を設置するためのスペースの

利用を開始する場合は、同表第１（通信用建物に係る負担額）１（算出式）(1)アに規定する保管料に限り、

当該工事着手による利用開始の日から当社の電力設備の準備が整う日の前日までの期間を除きます。ただ

し、自前工事着手後に、準備の内容を変更する必要が生じた場合は、この限りではありません。また、接

続申込者の責めに帰すべき事由により経過した期間を除きます。）は、費用の負担を要しません。 

 

 

（接続申込者等が接続に必要な装置等の設置又は保守を行う場合の立入り） 

第95条の３ 接続申込者又は接続に必要な装置等の設置若しくは保守を行う者としてその接続申込者が指定

した者（その接続に必要な装置等以外の設備にわたる作業を行う場合にあっては、当社が別に定める通信

用建物等において工事若しくは保守を行うことができる団体の基準を満たす団体の被用者に限ります。）

は、接続に必要な装置等の設置又は保守のために通信用建物等に立ち入ることができます。この場合にお
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合において、立入者の数は、その接続に必要な装置等の設置又は保守に必要な範囲内に限るものとし、次

の各号に規定するときは、当社が指定する立会者が立ち会うことを要します。 

(1)  （略） 

(2) その設置又は保守に係る作業のうち、当該装置等を当社の通信用建物において搬出入するとき、当該

装置を当社の電気通信設備若しくは電力設備に接続し若しくは切断するときその他当社又はその接続申

込者以外の他事業者が設置する電気通信設備に支障を与えるおそれがある作業を行うとき。 

(3)  （略） 

(4) その接続申込者がその設置又は保守に着手するにあたり、その通信用建物及び設置又は保守を行う

場所における作業環境の説明その他当社とその作業の内容について確認及び調整を行うとき。 

(5) その設置又は保守を行う当社の通信用建物が当社の指定電気通信設備の保守作業を実施する者が常

時滞在しないものであり、かつ、その通信用建物への入退出を自動的に管理する装置が設置されていな

いものであるとき。 

 

（接続に必要な装置等の設置に係る標準的期間） 

第95条の４ 第10条の３（相互接続点の調査及び設置申込み）第５項又は第６項の規定により、相互接続点

を設置可能と回答した通信用建物内に相互接続点を設置するときは、当社は、次の各号に規定する期間内

に準備を整えます。ただし、接続に必要な装置等の設置にあたってその接続に必要な装置等に対して電気

を供給することにより既存の電源設備、蓄電池設備又は受発電設備の許容量を超えるために電源設備、蓄

電池設備又は受発電設備の設置又は改修が必要となるとき、当社と建設請負契約を締結する場合であって

その工事の規模が著しく大きいとき（その相互接続点における建設請負契約に基づく負担額のうち委託工

事費が500万円以上となる場合をいいます。）等特別な工事が必要となるとき又は緊急の対応を要する事

象が生じたときは、次の各号に規定する期間を超えることがあります。 

(1) （略）  

(2) 建設請負契約に基づき当社が接続申込者から請け負った工事に着手した日からその工事を完了する

日までの期間 

ア 当社の通信用建物内（とう道及びマンホール内を除きます。）において工事を実施する場合 

（ｱ)～(ｲ) （略） 

  イ （略） 

 

第 16 章 雑則 

（通信用建物の空き情報等の提供） 

第99条の２ 当社は、当社の通信用建物における接続に必要な装置等を設置するための空き場所の量（空き

場所管理項目ごとに当社が別に定める範囲で提供し、１ヶ月ごとに更新します。ただし、その量が管理基

準量又は規定量（空き場所の量が極端に少ないものとして、当社が別に定める空き場所管理項目の閾値を

いいます。）を下回る場合にあっては、速やかに更新します。）、その通信用建物の名称及び所在地、接

続に必要な装置等を設置するラックの仕様、ＭＤＦが通信用建物内又は複数の通信用建物に分散して設置

されている場合にあってはその事実、通信用建物において加入者交換機が設置されていない場合にあって

はその事実並びにその他の情報について、協定事業者が電気通信回線設備を通じて閲覧できるようにしま

す。この場合において、この情報の閲覧については、費用の支払いは要しません。ただし、閲覧できる情

報のうち空き情報その他調査時期により状況に変動が生じる情報については、現状との相違が含まれるこ

とがあります。 

２ 当社は、接続に必要な装置等を設置するための空き場所がない当社の通信用建物において新たに空き場

所が生じた場合は、あらかじめ申込みのあった接続申込者に対して、その旨を電子メールその他の電磁的

方法により通知します。 

３ 当社は、接続に必要な装置等を設置するための空き場所（この項において、ＭＤＦ端子に係るものを除

いて、立入者の数は、その接続に必要な装置等の設置又は保守に必要な範囲内に限るものとし、次の各号

に規定するときは、当社が指定する立会者が立ち会うことを要します。 

(1) （略） 

(2) その設置又は保守に係る作業のうち、当該装置等を通信用建物等において搬出入するとき、当該装置

を当社の電気通信設備若しくは当社の電力設備に接続し若しくは切断するときその他当社又はその接続

申込者以外の他事業者が設置する電気通信設備に支障を与えるおそれがある作業を行うとき。 

(3)  （略） 

(4) その接続申込者がその設置又は保守に着手するにあたり、その通信用建物等及び設置又は保守を行う

場所における作業環境の説明その他当社とその作業の内容について確認及び調整を行うとき。 

(5) その設置又は保守を行う通信用建物等が当社の電気通信設備の保守作業を実施する者が常時滞在し

ないものであり、かつ、その通信用建物等への入退出を自動的に管理する装置が設置されていないもの

であるとき。 

 

（接続に必要な装置等の設置に係る標準的期間） 

第95条の４ 第10条の３（相互接続点の調査及び設置申込み）第５項又は第６項の規定により、相互接続点

を設置可能と回答した通信用建物等に相互接続点を設置するときは、当社は、次の各号に規定する期間内

に準備を整えます。ただし、接続に必要な装置等の設置にあたってその接続に必要な装置等に対して電気

を供給することにより既存の電源設備、蓄電池設備又は受発電設備の許容量を超えるために電源設備、蓄

電池設備又は受発電設備の設置又は改修が必要となるとき、当社と建設請負契約を締結する場合であって

その工事の規模が著しく大きいとき（その相互接続点における建設請負契約に基づく負担額のうち委託工

事費が500万円以上となる場合をいいます。）等特別な工事が必要となるとき又は緊急の対応を要する事象

が生じたときは、次の各号に規定する期間を超えることがあります。 

(1)  （略）  

 (2) 建設請負契約に基づき当社が接続申込者から請け負った工事に着手した日からその工事を完了する

日までの期間 

ア 通信用建物において工事を実施する場合 

(ｱ)～(ｲ) （略） 

  イ （略） 

 

第 16 章 雑則 

（通信用建物の空き情報等の提供） 

第99条の２ 当社は、通信用建物における接続に必要な装置等を設置するための空き場所の量（空き場所管

理項目ごとに当社が別に定める範囲で提供し、１ヶ月ごとに更新します。ただし、その量が管理基準量又は

規定量（空き場所の量が極端に少ないものとして、当社が別に定める空き場所管理項目の閾値をいいます。）

を下回る場合にあっては、速やかに更新します。）、その通信用建物の名称及び所在地、接続に必要な装置

等を設置するラックの仕様、ＭＤＦが通信用建物内又は複数の通信用建物に分散して設置されている場合に

あってはその事実、通信用建物において加入者交換機が設置されていない場合にあってはその事実並びにそ

の他の情報について、協定事業者が電気通信回線設備を通じて閲覧できるようにします。この場合において、

この情報の閲覧については、費用の支払いは要しません。ただし、閲覧できる情報のうち空き情報その他調

査時期により状況に変動が生じる情報については、現状との相違が含まれることがあります。 

 

２ 当社は、接続に必要な装置等を設置するための空き場所がない通信用建物において新たに空き場所が生

じた場合は、あらかじめ申込みのあった接続申込者に対して、その旨を電子メールその他の電磁的方法によ

り通知します。 

３ 当社は、接続に必要な装置等を設置するための空き場所（この項において、ＭＤＦ端子に係るものを除
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きます。）がない当社の通信用建物において、新たに空き場所が生じる見込みがある場合は、その時期に

ついて、協定事業者が電気通信回線設備を通じて閲覧できるようにします（当該情報については、１ヶ月

ごとに更新します。）。この場合において、この情報の閲覧については、費用の支払いは要しません。た

だし、見込み時期については、開示時点の情報であり、現在の見込み時期情報との相違が含まれることが

あります。 

 

（ＤＳＬ回線等に係る情報の提供） 

第 99 条の３ 当社は、ＤＳＬサービスを提供する協定事業者から次の各号に規定する当社が管理するＤＳ

Ｌ回線の情報の提供を求められた場合は、特別の事情がない限り、申込みの到達した日から３営業日以内（第

３号に規定する情報の提供を求められた場合は２週間以内）にその情報を回答します。 

(1) ＤＳＬサービスの契約者が利用するＤＳＬ回線ごとの線路条件（ＭＤＦを設置する当社の通信用建物

からＤＳＬ回線の終端までの線路距離長、伝送損失、直流抵抗値及び手ひねり接続箇所の数、所外ケーブ

ル（ＭＤＦからＤＳＬ回線の終端に最も近い電柱までのメタリックケーブルをいいます。以下同じとしま

す。）の換算線路長、伝送損失（以上の情報は計算による値となります。）、絶縁種類及び線径並びに当

該ＤＳＬ回線のブリッジタップの状況をいいます。以下料金表第１表において同じとします。） 

(2)～(3) （略）  

２ 当社は、ＤＳＬサービスを提供する協定事業者から、き線点情報（き線点の位置、電柱番号及びメタル

配線区域の範囲に係る情報並びにき線点換算線路長（当社のメタリック加入者線を収容する通信用建物か

ら当社のメタリック加入者線と接続申込者が電柱に設置するＤＳＬサービスに係る接続に必要な装置等

との相互接続点を設置しようとするき線点の電柱までの間のメタリック加入者線に係るケーブルの換算

線路長をいいます。以下同じとします。）をいいます。以下同じとします。）の提供を求められた場合は、

その協定事業者が指定する当社の通信用建物ごとに、その情報（情報の提供に対応しないものとして当社

が指定したものを除きます。）を回答します。 

 

（ＤＳＬ回線との接続に係るその他の情報の提供） 

第99条の４ 当社は、次の各号に規定する情報を接続申込者が電気通信回線設備を通じて閲覧できるように

します。この場合において、この情報の閲覧については、費用の支払は要しません。ただし、閲覧できる

情報のうち空き情報その他調査時期により状況に変動が生じる情報については、現状との相違が含まれる

ことがあります。 

(1)～(2) （略） 

  (3) 端末回線（アナログ信号用の電話回線と同等なものに限ります。）の撤去が完了している当社の通   
信用建物の名称及び位置情報（住所、収容区域の具体的な行政区域名をいいます。以下同じとします。）

並びに端末回線の撤去計画 

(4) 当社の通信用建物に接続に必要な装置等を設置している通信用建物ごとの協定事業者数 

(5) 当社の通信用建物ごとの収容されている電話番号帯、電話番号を変更することなく総合ディジタル

通信サービスから電話サービスに移行することの可否及び電話番号の光ファイバ化の状況 

 

（光回線設備等に係る情報の提供） 

第99条の６  

１～２ （略） 

３ 当社は、協定事業者から次の各号に規定する光配線区域に係る情報の提供を求められた場合は、協定事

業者が指定する当社の通信用建物ごとに、その情報を回答します。なお、協定事業者は、第３号に規定す

る情報の提供を請求するときは、第１号又は第２号に規定する情報の提供と併せて請求するものとします。 

(1) ～(3) （略） 

 

きます。）がない通信用建物において、新たに空き場所が生じる見込みがある場合は、その時期について、

協定事業者が電気通信回線設備を通じて閲覧できるようにします（当該情報については、１ヶ月ごとに更新

します。）。この場合において、この情報の閲覧については、費用の支払いは要しません。ただし、見込み

時期については、開示時点の情報であり、現在の見込み時期情報との相違が含まれることがあります。 

 

 

（ＤＳＬ回線等に係る情報の提供） 

第 99 条の３ 当社は、ＤＳＬサービスを提供する協定事業者から次の各号に規定する当社が管理するＤＳＬ

回線の情報の提供を求められた場合は、特別の事情がない限り、申込みの到達した日から３営業日以内（第

３号に規定する情報の提供を求められた場合は２週間以内）にその情報を回答します。 

(1) ＤＳＬサービスの契約者が利用するＤＳＬ回線ごとの線路条件（ＭＤＦを設置する通信用建物からＤＳ

Ｌ回線の終端までの線路距離長、伝送損失、直流抵抗値及び手ひねり接続箇所の数、所外ケーブル（ＭＤ

ＦからＤＳＬ回線の終端に最も近い電柱までのメタリックケーブルをいいます。以下同じとします。）の

換算線路長、伝送損失（以上の情報は計算による値となります。）、絶縁種類及び線径並びに当該ＤＳＬ

回線のブリッジタップの状況をいいます。以下料金表第１表において同じとします。） 

(2)～(3) （略）  

２ 当社は、ＤＳＬサービスを提供する協定事業者から、き線点情報（き線点の位置、電柱番号及びメタル

配線区域の範囲に係る情報並びにき線点換算線路長（当社のメタリック加入者線を収容する通信用建物か

ら当社のメタリック加入者線と接続申込者が電柱に設置するＤＳＬサービスに係る接続に必要な装置等と

の相互接続点を設置しようとするき線点の電柱までの間のメタリック加入者線に係るケーブルの換算線路

長をいいます。以下同じとします。）をいいます。以下同じとします。）の提供を求められた場合は、そ

の協定事業者が指定する通信用建物ごとに、その情報（情報の提供に対応しないものとして当社が指定し

たものを除きます。）を回答します。 

 

（ＤＳＬ回線との接続に係るその他の情報の提供） 

第99条の４ 当社は、次の各号に規定する情報を接続申込者が電気通信回線設備を通じて閲覧できるように

します。この場合において、この情報の閲覧については、費用の支払は要しません。ただし、閲覧できる

情報のうち空き情報その他調査時期により状況に変動が生じる情報については、現状との相違が含まれる

ことがあります。 

(1)～(2) （略） 

(3) 端末回線（アナログ信号用の電話回線と同等なものに限ります。）の撤去が完了している通信用建物

の名称及び位置情報（住所、収容区域の具体的な行政区域名をいいます。以下同じとします。）並びに端

末回線の撤去計画 

(4) 通信用建物に接続に必要な装置等を設置している通信用建物ごとの協定事業者数 

(5) 通信用建物ごとの収容されている電話番号帯、電話番号を変更することなく総合ディジタル通信サー

ビスから電話サービスに移行することの可否及び電話番号の光ファイバ化の状況 

 

（光回線設備等に係る情報の提供） 

第99条の６  

１～２ （略） 

３ 当社は、協定事業者から次の各号に規定する光配線区域に係る情報の提供を求められた場合は、協定事

業者が指定する通信用建物ごとに、その情報を回答します。なお、協定事業者は、第３号に規定する情報の

提供を請求するときは、第１号又は第２号に規定する情報の提供と併せて請求するものとします。 

(1)～(3) （略） 
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（光回線設備との接続に係るその他の情報の提供） 

第99条の７ 当社は、次の各号に規定する情報を接続申込者が電気通信回線設備を通じて閲覧できるように

します。この場合において、この情報の閲覧については、費用の支払は要しません。ただし、閲覧できる

情報のうち空き情報その他調査時期により状況に変動が生じる情報については、現状との相違が含まれる

ことがあります。 

(1)～(5) （略）  

(6) 当社の通信用建物に接続に必要な装置等を設置している通信用建物ごとの協定事業者数（光信号端末

回線のうち光局外スプリッタを含むもの及び光局外スプリッタを含まないものと接続する協定事業者の

別並びに一般光信号中継回線及び特別光信号中継回線と接続する協定事業者の別を含みます。） 

 

 

 

第１表 接続料金 

 第１ 網使用料 

  １ 適用 

区  分 内     容 

(1) ～(7) (略) (略) 

(8) 端末回線伝送機能

に係る料金の適用 

ア～ト （略） 

ナ ２（料金額）２－１－１－１第９欄に規定する機能係る端末回線がその

端末回線を収容する伝送装置が設置された通信用建物内において終端する

場合は、同欄に掲げる料金額から第３欄ウ(ｳ)欄及び２－１－１－２第１欄

イ(ｱ)欄に掲げる料金額を減じた額を適用します。 

(8)-2～(12)-3 (略) (略) 

(13) 端末回線伝送機能

及び光信号多重分離

機能の組み合わせ 

ア ２（料金額）２－１－１－１第２欄ウ欄に掲げる料金額に２－１－１－

２第２欄又は２－１－１－２の２に掲げる料金額を加えた額を適用する場

合には、２－１の４ア欄に掲げる料金額を組み合わせて適用します。この

場合において、１の光局内スプリッタ（当社の通信用建物に設置される光

信号の多重分離を行う装置をいいます。以下同じとします。）に収容でき

る光信号主端末回線の数は４を、１の光信号主端末回線から分岐できる光

信号分岐端末回線の数は８を限度とします（以下、その光局内スプリッタ

を「光信号主端末回線の最大収容数が４のもの」といいます。）。 

 

 

第２表 工事費及び手続費 

第１ 工事費 
２ 工事費の額  

   ２－１ 工事費 

区  分 単 位 工事費の額 備 考 

(1)～(27) （略） （略） （略） （略） 
(28) 通信用建物

内伝送路接続工

事費 

当社の通信用建物内に光回

線設備と接続するために設

置された当社又は協定事業

者の光信号局内伝送路を当

社の光主配線盤に接続する

工事に要する費用 

１工事ごとに 専用サービス契

約約款に規定す

る工事費に相当

する額      

（光回線設備との接続に係るその他の情報の提供） 

第99条の７ 当社は、次の各号に規定する情報を接続申込者が電気通信回線設備を通じて閲覧できるように

します。この場合において、この情報の閲覧については、費用の支払は要しません。ただし、閲覧できる情

報のうち空き情報その他調査時期により状況に変動が生じる情報については、現状との相違が含まれること

があります。 

(1)～(5) （略）  

(6) 通信用建物に接続に必要な装置等を設置している通信用建物ごとの協定事業者数（光信号端末回線の

うち光局外スプリッタを含むもの及び光局外スプリッタを含まないものと接続する協定事業者の別並びに

一般光信号中継回線及び特別光信号中継回線と接続する協定事業者の別を含みます。） 

 

 

 

第１表 接続料金 

 第１ 網使用料 

  １ 適用 

区  分 内     容 

(1) ～(7) (略) (略) 

(8) 端末回線伝送機能

に係る料金の適用 

ア～ト （略） 

ナ ２（料金額）２－１－１－１第９欄に規定する機能に係る端末回線が

その端末回線を収容する伝送装置が設置された通信用建物において終端

する場合は、同欄に掲げる料金額から第３欄ウ(ｳ)欄及び２－１－１－２

第１欄イ(ｱ)欄に掲げる料金額を減じた額を適用します。 

(8)-2～(12)-3 (略) (略) 

(13) 端末回線伝送機

能及び光信号多重

分離機能の組み合

わせ 

ア ２（料金額）２－１－１－１第２欄ウ欄に掲げる料金額に２－１－１

－２第２欄又は２－１－１－２の２に掲げる料金額を加えた額を適用す

る場合には、２－１の４ア欄に掲げる料金額を組み合わせて適用します。

この場合において、１の光局内スプリッタ（通信用建物に設置される光

信号の多重分離を行う装置をいいます。以下同じとします。）に収容で

きる光信号主端末回線の数は４を、１の光信号主端末回線から分岐でき

る光信号分岐端末回線の数は８を限度とします（以下、その光局内スプ

リッタを「光信号主端末回線の最大収容数が４のもの」といいます。）。 

 

 

第２表 工事費及び手続費 

第１ 工事費 
２ 工事費の額  

   ２－１ 工事費 

区  分 単 位 工事費の額 備 考 

(1)～(27) （略） （略） （略） （略） 
(28) 通信用建物

内伝送路接続工

事費 

通信用建物に光回線設備と

接続するために設置された

当社又は協定事業者の光信

号局内伝送路を当社の光主

配線盤に接続する工事に要

する費用 

１工事ごとに 専用サービス契

約約款に規定す

る工事費に相当

する額      
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２－２ ２－１以外の工事費 

区  分 単 位 備 考 

(1)～(5) （略） （略） （略） 
(6) 光信号局内伝送

路接続工事費 

光信号局内伝送路を通信用建物内に設置された協

定事業者の電気通信設備に接続する工事に要する

費用 

１工事ご

とに      

 

第２ 手続費 

  １ 適用 

区分 内容 

(1)～（6）（略） （略） 

(7) 相互接続点に係る情

報調査費の適用 

２（手続費の額）２-１第21欄ア欄に掲げる手続費については、相互接続

点の調査の検討対象が当社の通信用建物内に終始しない場合、第10条の

３（相互接続点の調査及び設置申込み）第９項に規定する当社ラックに

接続に必要な装置等の調査の申込みが行われた場合又は装置の保護ケー

ジ内への設置、一般商用電源利用等の特別な要望がある場合には適用し

ないものとします。この場合においては、２（手続費の額）２－２第１

欄に掲げる手続費を適用します。 

(8) 自前工事調整等作業

費の適用 

２（手続費の額）２-１第 24 欄に掲げる手続費については、自前工事調

整等作業の対象が当社の通信用建物内に終始しない場合又は装置の保護

ケージ内における設置若しくは撤去、一般商用電源利用等の特別な要望

がある場合には適用しないものとします。この場合においては、２（手

続費の額）２－２第４欄に掲げる手続費を適用します。 

 

 ２ 手続費の額  

 ２－１ 手続費 

区  分 単 位 手続費の額 備  考 

(1)～(9)

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

(10) 立会

費 

当社が指定す

る立会者の立

会いに要する

費用 

ア （略） （略） （略） （略） 
イ 第95条の３（接続申込者等が

接続に必要な装置等の設置又は

保守を行う場合の立入り）第１項

第２号に規定する接続に必要な

装置等の設置に係る作業を行う

場合であって、その装置等（電力

設備及び空気調整設備を除きま

す。）を当社の通信用建物におい

て搬出入する場合 

 

（略） （略） 
 

 

 

２－２ ２－１以外の工事費 

区  分 単 位 備 考 

(1)～(5) （略） （略） （略） 
(6) 光信号局内伝送

路接続工事費 

光信号局内伝送路を通信用建物に設置された協定

事業者の電気通信設備に接続する工事に要する費

用 

１工事ご

とに      

 

第２ 手続費 

  １ 適用 

区分 内容 

(1)～（6）（略） （略） 

(7) 相互接続点に係る情

報調査費の適用 

２（手続費の額）２-１第21欄ア欄に掲げる手続費については、相互接続

点の調査の検討対象が通信用建物に終始しない場合、第10条の３（相互

接続点の調査及び設置申込み）第９項に規定する当社ラックに接続に必

要な装置等の調査の申込みが行われた場合又は装置の保護ケージ内への

設置、一般商用電源利用等の特別な要望がある場合には適用しないもの

とします。この場合においては、２（手続費の額）２－２第１欄に掲げ

る手続費を適用します。 

(8) 自前工事調整等作業

費の適用 

２（手続費の額）２-１第 24 欄に掲げる手続費については、自前工事調

整等作業の対象が通信用建物に終始しない場合又は装置の保護ケージ内

における設置若しくは撤去、一般商用電源利用等の特別な要望がある場

合には適用しないものとします。この場合においては、２（手続費の額）

２－２第４欄に掲げる手続費を適用します。 

 

２ 手続費の額  

 ２－１ 手続費 

区  分 単 位 手続費の額 備  考 

(1)～(9)

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

(10) 立会

費 

当社が指定す

る立会者の立

会いに要する

費用 

ア （略） （略） （略） （略） 
イ 第95条の３（接続申込者等が

接続に必要な装置等の設置又は

保守を行う場合の立入り）第１項

第２号に規定する接続に必要な

装置等の設置に係る作業を行う

場合であって、その装置等（電力

設備及び空気調整設備を除きま

す。）を通信用建物において搬出

入する場合 

 

（略） （略） 
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ウ 第95条の３

第１項第２号に

規定する接続に

必要な装置等の

設置に係る作業

を行う場合であ

って、その装置

等を当社の通信

用建物内におい

て当社の電気通

信設備若しくは

電力設備に接続

し又は切断する

場合  

 

(ｱ) (ｲ)以外

の場合  
 

（略） （略） （略） 

(ｲ) 協定事

業者の光信

号局内伝送

路を当社の

加入者光主

配線盤又は

中継光主配

線盤に接続

し又は切断

する場合 

（略） （略） （略） 

(11)～

(14)（略） 

（略） （略） （略） 

(15) 光

回線設

備線路

条件調

査費 

第 99条の６

（光回線設

備に係る情

報の提供）の

規定により、

当社が光回

線設備の線

路条件の情

報提供を行

う場合の調

査に要する

費用 

ア  同

条 第

１ 項

第 １

号 に

規 定

す る

光 回

線 設

備 の

伝 送

損 失

又 は

パ ル

ス 測

定 結

果 の

調 査

に 要

す る

費用 

(ｱ)基本

額 

① （略） （略） （略） （略） 

② 当社の

通信用建

物で測定

を行う場

合 

（略） （略） （略） 

（ ｲ ）

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

イ～ウ （略） （略） （略） （略） （略） 

(16)～

(20)（略） 

（略） （略） （略） 

ウ 第95条の３

第１項第２号に

規定する接続に

必要な装置等の

設置に係る作業

を行う場合であ

って、その装置

等を通信用建物

において当社の

電気通信設備若

しくは電力設備

に接続し又は切

断する場合  

 

(ｱ) (ｲ)以外

の場合  
 

（略） （略） （略） 

(ｲ) 協定事

業者の光信

号局内伝送

路を当社の

加入者光主

配線盤又は

中継光主配

線盤に接続

し又は切断

する場合 

（略） （略） （略） 

(11)～

(14)（略） 

（略） （略） （略） 

(15) 光

回線設

備線路

条件調

査費 

第 99条の６

（光回線設

備に係る情

報の提供）の

規定により、

当社が光回

線設備の線

路条件の情

報提供を行

う場合の調

査に要する

費用 

ア  同

条 第

１ 項

第 １

号 に

規 定

す る

光 回

線 設

備 の

伝 送

損 失

又 は

パ ル

ス 測

定 結

果 の

調 査

に 要

す る

費用 

(ｱ)基本

額 

① （略） （略） （略） （略） 

② 通信用

建物で測

定を行う

場合 

（略） （略） （略） 

（ ｲ ）

（略） 

（略） （略） （略） （略） 

イ～ウ （略） （略） （略） （略） （略） 

(16)～

(20)（略） 

（略） （略） （略） 
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(21)  相

互接続点

に係る情

報調査費 

相互接続点

の設置の可

否について

調査する場

合又は第 10

条の２（事前

照会）第２項

第４号に規

定する事項

に係る情報

を提供する

場合に要す

る費用 

ア （略）   （略） （略） 

イ 光信号局内伝送路のみを当社

の通信用建物内に協定事業者が

設置する場合 

１通信用

建物ごと

の１件ご

とに 

（略） （略） 

 

 

別表１  接続により提供する機能 

１－１ １－２以外の接続機能 

機能の区分 機能の内容 備     考 

（略） （略） （略） 

光信号電気信号変換機

能 

光信号端末回線を終端する当社の通信用建物に設置され

る光信号電気信号変換装置により、光信号端末回線で伝

送される光信号と電気信号の変換を行う機能 

 

光信号多重分離機能 光信号端末回線を終端する当社の通信用建物に設置され

る光信号分離装置により、光信号端末回線側に光信号を

分離する機能 

 

 

様式第１別紙２ 

                事前照会申込（光信号端末回線） 

 

調査項目 提供可能時期  

 伝送損失  

調査区分 (1) 光信号端末回線(2) 光屋内配線(3)光信号端

末回線と光屋内配線の何れかを選択すること 

調査区間 （始点）当社の通信用建物名  

（終点）利用者の建物の住所等

（端末設備の設置場所） 

 

光信号端末回線に

関する詳細情報 

申込芯線数  

フィルタ利用希望  

接続申込者に関する情報（会社名、ご担当者名、連絡

先等） 

 

①利用者の建物の管理者（ビル所有者／ビル管理者）

に関する情報（会社名、ご担当者名、連絡先等） 

 

②利用者の建物への入館時の立会者に関する情報（会

社名、ご担当者名、連絡先等） 

 

(21)  相

互接続点

に係る情

報調査費 

相互接続点

の設置の可

否について

調査する場

合又は第 10

条の２（事前

照会）第２項

第４号に規

定する事項

に係る情報

を提供する

場合に要す

る費用 

ア （略）   （略） （略） 

イ 光信号局内伝送路のみを通信

用建物に協定事業者が設置する

場合 

１通信用

建物ごと

の１件ご

とに 

（略） （略） 

 

 

別表１  接続により提供する機能 

１－１ １－２以外の接続機能 

機能の区分 機能の内容 備     考 

（略） （略） （略） 

光信号電気信号変換機

能 

光信号端末回線を終端する通信用建物に設置される光信

号電気信号変換装置により、光信号端末回線で伝送され

る光信号と電気信号の変換を行う機能 

 

光信号多重分離機能 光信号端末回線を終端する通信用建物に設置される光信

号分離装置により、光信号端末回線側に光信号を分離す

る機能 

 

 

様式第１別紙２ 

                事前照会申込（光信号端末回線） 

 

調査項目 提供可能時期  

 伝送損失  

調査区分 (1) 光信号端末回線(2) 光屋内配線(3)光信号端

末回線と光屋内配線の何れかを選択すること 

調査区間 （始点）通信用建物名  

（終点）利用者の建物の住所等（端

末設備の設置場所） 

 

光信号端末回線に

関する詳細情報 

申込芯線数  

フィルタ利用希望  

接続申込者に関する情報（会社名、ご担当者名、連絡先

等） 

 

①利用者の建物の管理者（ビル所有者／ビル管理者）に

関する情報（会社名、ご担当者名、連絡先等） 

 

②利用者の建物への入館時の立会者に関する情報（会社

名、ご担当者名、連絡先等） 
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③利用者の建物の配管等の使用に係る調整者に関する

情報（会社名、ご担当者名、連絡先等） 

 

その他（記事欄）  

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

２ 利用者の建物がビル（一戸建以外）の場合は、利用者の建物の設置場所等欄に、利用者の建物(ビル)

名、階数及び部屋番号若しくは事業所(テナント)名を必ず記入すること。 

３ 調査区分には、調査を希望する電気通信設備の範囲を選択して記入すること。 

４ 光屋内配線に関する調査を希望する場合は、①利用者の建物の管理者、②利用者の建物への入館時の

立会者、③利用者の建物の配管等の使用に係る調整者に関する情報を必ず記入する（②は①と異なる場

合のみ、③は①②と異なる場合のみ記入を要します。）とともに、利用者の建物の管理者等との間で、

当社がその建物に入館する際の調整を必ず実施の上、申込むこと。 

 

 

様式第１別紙３ 

事前照会内容（一般光信号中継回線） 

No ﾙｰﾄｺｰﾄﾞ 区間 調査希望芯

線数 

光回線設備接続ﾓ

ｼﾞｭｰﾙにおけるﾌｲﾙ

ﾀ利用の有無 

接続開始希

望時期 

備考 

当社の通

信用建物

名 

 当社の通

信用建物

名 

   ～      

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

 

様式第１別紙４ 

事前照会内容（特別光信号中継回線） 

No 区間 波長数 インタフェース 

種別 

接続開始希

望時期 

備考 

当社の通信用

建物名 

 当社の通信用

建物名 

調査希望波

長数 

  ～      

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

 
様式第２別紙３ 

事前照会回答（一般光信号中継回線） 

 

N 

o 

 

 

ﾙ ｰ

ﾄ ｺ

ｰ

ﾄﾞ 

調査実施結果 記事 

接 続

開 始

希 望

時 期

で の

提供 

 

区間 芯 線

数 

 

 

提

供

可

能

時

期 

光回線設

備接続ﾓｼﾞ

ｭｰﾙにおけ

るﾌｲﾙﾀ利

用の有無 

距

離 

ﾌ ｧ

ｲ

ﾊ ﾞ

種

別 

伝

送

損

失 

 

当

社

の

通

信

用

建

光

主

配

線

盤

設

置

ｺ

ﾈ

ｸ

ﾀ

種

別 

 

 

当

社

の

通

信

用

建

光

主

配

線

盤

設

置

ｺ

ﾈ

ｸ

ﾀ

種

別 

可 理

③利用者の建物の配管等の使用に係る調整者に関する

情報（会社名、ご担当者名、連絡先等） 

 

その他（記事欄）  

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

２ 利用者の建物がビル（一戸建以外）の場合は、利用者の建物の設置場所等欄に、利用者の建物(ビル)

名、階数及び部屋番号若しくは事業所(テナント)名を必ず記入すること。 

３ 調査区分には、調査を希望する電気通信設備の範囲を選択して記入すること。 

４ 光屋内配線に関する調査を希望する場合は、①利用者の建物の管理者、②利用者の建物への入館時の

立会者、③利用者の建物の配管等の使用に係る調整者に関する情報を必ず記入する（②は①と異なる場

合のみ、③は①②と異なる場合のみ記入を要します。）とともに、利用者の建物の管理者等との間で、

当社がその建物に入館する際の調整を必ず実施の上、申込むこと。 

 

 

様式第１別紙３ 

事前照会内容（一般光信号中継回線） 

No ﾙｰﾄｺｰﾄﾞ 区間 調 査 希 望

芯線数 

光回線設備接続ﾓ

ｼﾞｭｰﾙにおけるﾌｲﾙ

ﾀ利用の有無 

接続開始

希望時期 

備考 

通 信 用

建物名 

 

 通 信 用

建物名 

   ～      

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

 

様式第１別紙４ 

事前照会内容（特別光信号中継回線） 

No 区間 波長数 インタフェース 

種別 

接続開始

希望時期 

備考 

通信用建物

名 

 通信用建物

名 

調 査 希 望

波長数 

  ～      

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

 
様式第２別紙３ 

事前照会回答（一般光信号中継回線） 

 

N 

o 

 

 

ﾙ ｰ

ﾄ ｺ

ｰ

ﾄﾞ 

調査実施結果 記事 

接 続

開 始

希 望

時 期

で の

提供 

 

区間 芯 線

数 

 

 

提

供

可

能

時

期 

光 回 線 設

備接続ﾓｼﾞ

ｭｰﾙにおけ

るﾌ ｲﾙ ﾀ利

用の有無 

距

離 

ﾌ ｧ

ｲ

ﾊ ﾞ

種

別 

伝

送

損

失 

 

通

信

用

建

物

名 

光

主

配

線

盤

設

置

ｺ

ﾈ

ｸ

ﾀ

種

別 

 

 

通

信

用

建

物

名 

光

主

配

線

盤

設

置

ｺ

ﾈ

ｸ

ﾀ

種

別 

可 理
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否 由 物

名 

ﾌ

ﾛ

ｱ 

物

名 

ﾌ

ﾛ

ｱ 

利

用

希

望

芯

線

数 

提

供

可

能

芯

線

数 

申

込 

回

答 

       ～             

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

２ 要望された利用区間に係る光回線設備を接続開始希望時期までに提供できない場合は、その理由を理

由欄に記します。 

３ 提供可能時期は、提供可能芯線数ごとに記載します。 

４ ﾌｧｲﾊﾞ種別については、ｼﾝｸﾞﾙﾓｰﾄﾞ･ﾏﾙﾁﾓｰﾄﾞの別及び使用波長を回答します。 

 

様式第２別紙４ 

事前照会回答（特別光信号中継回線） 

N 

o 

 

 

調査実施結果 記事 

接 続

開 始

希 望

時 期

で の

提供 

 

区間 波長数 

 

 

提 供 可

能時期 

イ ン タ

フ ェ ー

ス種別 

概

算

額 

 

当

社

の

通

信

用

建

物

名 

光

主

配

線

盤

設

置

ﾌ ﾛ

ｱ 

ｺ ﾈ

ｸ ﾀ

種

別 

 

 

当

社

の

通

信

用

建

物

名 

光

主

配

線

盤

設

置

ﾌ ﾛ

ｱ 

ｺ ﾈ

ｸ ﾀ

種

別 

可

否 

理

由 利 用

希 望

波 長

数 

提 供

可 能

波 長

数 

      ～          

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

２ 要望された利用区間に係る光回線設備を接続開始希望時期までに提供できない場合は、その理由を理

由欄に記します。 

３ 提供可能時期は、提供可能波長数ごとに記載します。 

 
様式第７－２別紙１ 

線路設備調査内容（一般光信号中継回線） 

No ﾙｰﾄｺｰﾄﾞ 区間 利 用 希

望 芯 線

数 

光回線設備接続ﾓｼﾞｭｰﾙ

におけるﾌｲﾙﾀ利用の有

無 

接続開始希望

時期 

備考 

当 社 の

通 信 用

建物名 

 当 社 の

通 信 用

建物名 

   ～      

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

否 由 ﾌ

ﾛ

ｱ 

ﾌ

ﾛ

ｱ 

利

用

希

望

芯

線

数 

提

供

可

能

芯

線

数 

申

込 

回

答 

       ～             

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

２ 要望された利用区間に係る光回線設備を接続開始希望時期までに提供できない場合は、その理由を理

由欄に記します。 

３ 提供可能時期は、提供可能芯線数ごとに記載します。 

４ ﾌｧｲﾊﾞ種別については、ｼﾝｸﾞﾙﾓｰﾄﾞ･ﾏﾙﾁﾓｰﾄﾞの別及び使用波長を回答します。 

 

様式第２別紙４ 

事前照会回答（特別光信号中継回線） 

N 

o 

 

 

調査実施結果 記事 

接 続

開 始

希 望

時 期

で の

提供 

 

区間 波長数 

 

 

提 供 可

能時期 

イ ン タ

フ ェ ー

ス種別 

概

算

額 

 

通

信

用

建

物

名 

光

主

配

線

盤

設

置

ﾌﾛ

ｱ 

ｺ ﾈ

ｸ ﾀ

種

別 

 

 

通

信

用

建

物

名 

光

主

配

線

盤

設

置

ﾌﾛ

ｱ 

ｺ ﾈ

ｸ ﾀ

種

別 

可

否 

理

由 利 用

希 望

波 長

数 

提 供

可 能

波 長

数 

      ～          

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

２ 要望された利用区間に係る光回線設備を接続開始希望時期までに提供できない場合は、その理由を理

由欄に記します。 

３ 提供可能時期は、提供可能波長数ごとに記載します。 

 

様式第７－２別紙１ 

線路設備調査内容（一般光信号中継回線） 

No ﾙｰﾄ

ｺ ｰ

ﾄﾞ 

区間 利用希望

芯線数 

光回線設備接続ﾓｼﾞｭｰﾙ

におけるﾌｲﾙﾀ利用の有

無 

接続開始希望

時期 

備考 

通信用建

物名 

 

 通信用建

物名 

   ～      

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 
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様式第７－２別紙２ 

線路設備調査内容（特別光信号中継回線） 

N

o 

区間 利用希望

波長数 

インタフェース種別 接続開始希望

時期 

備考 

当社の通信

用建物名 

 当社の通信

用建物名 

  ～      

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

  ２ 本調査申込みと併せて行われる分波光変換装置の設置又は改修の申込みに係る文書番号等を波長

ごとに備考欄に記入すること。 

 
様式第７－３別紙１ 

線路設備調査結果（一般光信号中継回線） 

No 

 

 

ﾙｰ

ﾄｺ

ｰ

ﾄﾞ 

調査実施結果 記事 

接続開

始希望

時期で

の提供 

 

区間 芯線数 

 

 

提

供

可

能

時

期 

光回線

設備接

続ﾓｼﾞｭ

ｰﾙにお

けるﾌｲ

ﾙ 

ﾀ 利 用

の有無 

距

離 

ﾌｧ

ｲ

ﾊﾞ

種

別 

伝

送

損

失 

 

当

社

の

通

信 

用

建

物

名 

光

主

配

線

盤 

設

置

ﾌﾛ

ｱ 

ｺﾈ

ｸﾀ

種

別 

 

 

当

社

の

通

信 

用

建

物

名 

光

主

配

線

盤 

設

置

ﾌﾛ

ｱ 

ｺﾈ

ｸﾀ

種

別 

可

否 

理

由 

利

用

希

望

芯

線

数 

提

供

可

能

芯

線

数 

申

込 

回

答 

       ～             

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

２ 要望された利用区間に係る光回線設備を接続開始希望時期までに提供できない場合は、その理由

を理由欄に記します。 

３ 提供可能時期は、提供可能芯線数ごとに記載します。 

４ ﾌｧｲﾊﾞ種別については、ｼﾝｸﾞﾙﾓｰﾄﾞ･ﾏﾙﾁﾓｰﾄﾞの別及び使用波長を回答します。 

 

 

 

 

様式第７－３別紙２ 

線路設備調査結果（特別光信号中継回線） 

N 

o 
調査実施結果 記事 

接 続 区間 波長数 提 供 可 イ ン 概  

様式第７－２別紙２ 

線路設備調査内容（特別光信号中継回線） 

N

o 

区間 利用希望

波長数 

インタフェース種別 接続開始希望

時期 

備考 

通信用建物

名 

 通信用建物

名 

  ～      

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

  ２ 本調査申込みと併せて行われる分波光変換装置の設置又は改修の申込みに係る文書番号等を波長ご

とに備考欄に記入すること。 

 

様式第７－３別紙１ 

線路設備調査結果（一般光信号中継回線） 

No 

 

 

ﾙｰ

ﾄｺ

ｰ

ﾄﾞ 

調査実施結果 記事 

接続開

始希望

時期で

の提供 

 

区間 芯線数 

 

 

提

供

可

能

時

期 

光回線

設備接

続ﾓｼﾞｭ

ｰ ﾙにお

けるﾌｲ

ﾙ 

ﾀ 利 用

の有無 

距

離 

ﾌｧ

ｲ

ﾊﾞ

種

別 

伝

送

損

失 

 

通

信 

用

建

物

名 

光

主

配

線

盤 

設

置

ﾌﾛ

ｱ 

ｺﾈ

ｸﾀ

種

別 

 

 

通

信 

用

建

物

名 

光

主

配

線

盤 

設

置

ﾌﾛ

ｱ 

ｺﾈ

ｸﾀ

種

別 

可

否 

理

由 

利

用

希

望

芯

線

数 

提

供

可

能

芯

線

数 

申

込 

回

答 

       ～             

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

２ 要望された利用区間に係る光回線設備を接続開始希望時期までに提供できない場合は、その理由

を理由欄に記します。 

３ 提供可能時期は、提供可能芯線数ごとに記載します。 

４ ﾌｧｲﾊﾞ種別については、ｼﾝｸﾞﾙﾓｰﾄﾞ･ﾏﾙﾁﾓｰﾄﾞの別及び使用波長を回答します。 

 

 

 

 

様式第７－３別紙２ 

線路設備調査結果（特別光信号中継回線） 

N 

o 
調査実施結果 記事 

接 続 区間 波長数 提 供 可 イ ン 概  
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開 始

希 望

時 期

で の

提供 

 

当

社

の

通

信

用

建

物

名 

光

主

配

線

盤

設

置

ﾌ

ﾛ

ｱ 

ｺ

ﾈ

ｸ

ﾀ

種

別 

 

 

当

社

の

通

信

用

建

物

名 

光

主

配

線

盤

設

置

ﾌ

ﾛ

ｱ 

ｺ ﾈｸ

ﾀ 種

別 

能時期 タ フ

ェ ー

ス 種

別 

算

額 

可

否 

理

由 利用希望波

長数 

提 供 可

能 波 長

数 

      ～          

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

２ 要望された利用区間に係る光回線設備を接続開始希望時期までに提供できない場合は、その理由を理

由欄に記します。 

３ 提供可能時期は、提供可能波長数ごとに記載します。 

 

様式第７－４別紙１ 

光回線設備接続申込（光信号端末回線） 

申 込

区間 

（始点）当社の通信用建物名  

（終点）利用者の建物の住所等（端末設備の設置場所、利用

者名等） 

 

光 信

号 端

末 回

線 に

関 す

る 詳

細 情

報 

申込芯線数  

フィルタ利用希望  

光信号局内伝送路の接続希望  

光屋内配線等の利用希望  

開通希望日  

保守区別  (1)営業時間内保守 (2) 

24 時間保守の何れかを選択

すること 

接続申込者に関する情報（会社名、ご担当者名、連絡先等）  

①利用者の建物の管理者（ビル所有者／ビル管理者）に関する情報（会

社名、ご担当者名、連絡先等） 

 

②利用者の建物への入館時の立会者に関する情報（会社名、ご担当者

名、連絡先等） 

 

③利用者の建物の配管等の使用に係る調整者に関する情報（会社名、

ご担当者名、連絡先等） 

 

その他（記事欄）  

 

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

２ 利用者の建物がビル（一戸建以外）の場合は、利用者の建物の設置場所等欄に、利用者の建物(ビル)

名、階数及び部屋番号若しくは事業所(テナント)名を必ず記入すること。 

３ 柱上での接続を希望される場合は、電柱所有者が管理する電柱番号を利用者の建物の設置場所等欄に

必ず記入すること。また、電柱の場所を特定するために必要な電柱位置等を記した地図等の資料を提供

 

 

開 始

希 望

時 期

で の

提供 

 

通

信

用

建

物

名 

光

主

配

線

盤

設

置

ﾌ

ﾛ

ｱ 

ｺ

ﾈ

ｸ

ﾀ

種

別 

 

 

通

信

用

建

物

名 

光

主

配

線

盤

設

置

ﾌ

ﾛ

ｱ 

ｺ ﾈ ｸ

ﾀ 種

別 

能時期 タ フ

ェ ー

ス 種

別 

算

額 

可

否 

理

由 利用希望波

長数 

提 供 可

能 波 長

数 

      ～          

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

２ 要望された利用区間に係る光回線設備を接続開始希望時期までに提供できない場合は、その理由を理

由欄に記します。 

３ 提供可能時期は、提供可能波長数ごとに記載します。 

 

様式第７－４別紙１ 

光回線設備接続申込（光信号端末回線） 

申込区

間 

（始点）通信用建物名  

（終点）利用者の建物の住所等（端末設備の設置場所、利用

者名等） 

 

光信号

端末回

線に関

する詳

細情報 

申込芯線数  

フィルタ利用希望  

光信号局内伝送路の接続希望  

光屋内配線等の利用希望  

開通希望日  

保守区別  (1)営業時間内保守 (2) 24

時間保守の何れかを選択する

こと 

接続申込者に関する情報（会社名、ご担当者名、連絡先等）  

①利用者の建物の管理者（ビル所有者／ビル管理者）に関する情報（会

社名、ご担当者名、連絡先等） 

 

②利用者の建物への入館時の立会者に関する情報（会社名、ご担当者

名、連絡先等） 

 

③利用者の建物の配管等の使用に係る調整者に関する情報（会社名、

ご担当者名、連絡先等） 

 

その他（記事欄）  

 

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

２ 利用者の建物がビル（一戸建以外）の場合は、利用者の建物の設置場所等欄に、利用者の建物(ビル)

名、階数及び部屋番号若しくは事業所(テナント)名を必ず記入すること。 

３ 柱上での接続を希望される場合は、電柱所有者が管理する電柱番号を利用者の建物の設置場所等欄に

必ず記入すること。また、電柱の場所を特定するために必要な電柱位置等を記した地図等の資料を提供
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すること。 

４ 申込にあたって、光屋内配線の利用を希望する場合は、①利用者の建物の管理者、②利用者の建物へ

の入館時の立会者、③利用者の建物の配管等の使用に係る調整者に関する情報を必ず記入する（②は①

と異なる場合のみ、③は①②と異なる場合のみ記入を要します。）とともに、利用者の建物の管理者等

との間で、当社がその建物に入館又は工事する際の調整を必ず実施の上、申込むこと。 

 

 

様式第７－４別紙２ 

光回線設備接続申込（光信号局内伝送路） 

No 当社の

通信用

建物 

光信号局内伝送路により接続を希望する区

間の両端の設備 

利

用

種

別 

ｺ ﾈ ｸ ﾀ種

別 

申込 

芯 線

数 

接 続 開 始

時期 

記

事 

(始点)光信号

局内伝送路に

より接続する

設備 

 (終点)光信号局内

伝送路により接続

する設備 

   ～       

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

２ 利用種別については、希望する利用方法を以下の各号より選択して記載すること。(1)当社の光回線

設備と一体として設置される光信号局内伝送路の利用を希望する場合、(2)当社の電気通信設備(光回線

設備を除きます。)と一体として設置される光信号局内伝送路の利用を希望する場合、(3)光信号局内予

備伝送路の利用を希望する場合 

３ コネクタ種別については、光信号局内伝送路の片端を協定事業者の電気通信設備に接続する場合に記

載すること。 

４ 光信号中継回線又は光信号端末回線と一体で利用する場合は、それらを特定するために必要な情報を

必ず記入すること。 

 

 

 
様式第７－６（第 34条の 10 第１項関係） 

 

テープ分散状況調査申込書 

   年  月  日 

東日本電信電話株式会社／西日本電信電話株式会社 

                   殿 

所属（法人名等） 

氏名           

印 

貴社接続約款第 34 条の 10（光信号端末回線のテープ分散に係る確認調査及び接続の申込み）第１項の規

定により、テープ分散状況の調査に係る申込みを行います。 

調査区間 （始点）当社の通信用建物等  

（終点） 利用者の建物の住所等

（端末設備の設置場所） 

 

回線ＩＤ １ 

２ 

すること。 

４ 申込にあたって、光屋内配線の利用を希望する場合は、①利用者の建物の管理者、②利用者の建物へ

の入館時の立会者、③利用者の建物の配管等の使用に係る調整者に関する情報を必ず記入する（②は①

と異なる場合のみ、③は①②と異なる場合のみ記入を要します。）とともに、利用者の建物の管理者等

との間で、当社がその建物に入館又は工事する際の調整を必ず実施の上、申込むこと。 

 

 

様式第７－４別紙２ 

光回線設備接続申込（光信号局内伝送路） 

No 通 信用

建物 

光信号局内伝送路により接続を希望する区

間の両端の設備 

利

用

種

別 

ｺﾈｸﾀ種別 申込 

芯 線

数 

接続開始時

期 

記

事 

(始点)光信号

局内伝送路に

より接続する

設備 

 (終点)光信号局内伝

送路により接続する

設備 

   ～       

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

２ 利用種別については、希望する利用方法を以下の各号より選択して記載すること。(1)当社の光回線設

備と一体として設置される光信号局内伝送路の利用を希望する場合、(2)当社の電気通信設備(光回線設

備を除きます。)と一体として設置される光信号局内伝送路の利用を希望する場合、(3)光信号局内予備

伝送路の利用を希望する場合 

３ コネクタ種別については、光信号局内伝送路の片端を協定事業者の電気通信設備に接続する場合に記

載すること。 

４ 光信号中継回線又は光信号端末回線と一体で利用する場合は、それらを特定するために必要な情報を

必ず記入すること。 

 

 
様式第７－６（第 34条の 10 第１項関係） 

 

テープ分散状況調査申込書 

    

年  月  日 

東日本電信電話株式会社／西日本電信電話株式会社 

                   殿 

所属（法人名等） 

氏名           

印 

貴社接続約款第 34 条の 10（光信号端末回線のテープ分散に係る確認調査及び接続の申込み）第１項の規

定により、テープ分散状況の調査に係る申込みを行います。 

調査区間 （始点）通信用建物等  

（終点） 利用者の建物の住所等

（端末設備の設置場所） 

 

回線ＩＤ １ 

２ 
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その他（記事欄）  

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

 
様式第７－７（第 34条の 10 第１項関係） 

テープ分散状況調査回答書 

年  月  日 

殿 

東日本電信電話株式会社／西日本電信電話株式会社 

印 

年 月 日付け  号で申込みのありましたテープ分散状況の調査申込みについて、結果を下記のとおり

回答いたします。 

調査区間 （始点）当社の通信用建物等  

（終点） 利用者の建物の住所等

（端末設備の設置場所） 

 

回線ＩＤ １ 

２ 

テープ分散の有無  

その他（記事欄）  

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とします。 

 

 

別表４ 違約金 

第４ 通信用建物等に相互接続点を設置する等の手続きに係る違約金 

区 分 違約金の額 

(1)  接続申込者

が、第 78条の３

（通信用建物等

に相互接続点を

設置する等の手

続きに係る違約

金）第１項第１

号に規定する相

互接続点の設置

の申込みの撤回

を行った場合の

違約金 

第 10 条の３（相互接続点の調査及び設置申込み）第５項又は第６項に規定する回

答を当社が行った日から申込みを撤回した日までの間のその申込みに係る設備保

管料（保管料に限ります。）及び設備使用料（受発電設備に係るものに限ります。）

に相当する額 

(2)  接続申込者

が、第 78条の３

第１項第２号に

規定する相互接

続点の設置の申

込みの撤回を行

った場合の違約

金 

その申込みに係る設備使用料（受発電設備に係るものを除き、設置の申込みを撤

回した相互接続点がＭＤＦに係るものである場合の料金表第１表(接続料金)第１

（網使用料）２-１-１-１第４欄ア欄（イ）①に規定する料金額を含みます。）の

6.4 ヶ月分に相当する額 

その他（記事欄）  

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

 

様式第７－７（第 34条の 10 第１項関係） 

テープ分散状況調査回答書 

年  月  日 

殿 

東日本電信電話株式会社／西日本電信電話株式会社 

印 

年 月 日付け  号で申込みのありましたテープ分散状況の調査申込みについて、結果を下記のとおり

回答いたします。 

調査区間 （始点）通信用建物等  

（終点） 利用者の建物の住所等（端

末設備の設置場所） 

 

回線ＩＤ １ 

２ 

テープ分散の有無  

その他（記事欄）  

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とします。 

 

 

別表４ 違約金 

第４ 通信用建物等に相互接続点を設置する等の手続きに係る違約金 

区 分 違約金の額 

(1)  接続申込者

が、第 78条の３

（通信用建物等

に相互接続点を

設置する等の手

続きに係る違約

金）第１項第１

号に規定する相

互接続点の設置

の申込みの撤回

を行った場合の

違約金 

第 10 条の３（相互接続点の調査及び設置申込み）第５項、第６項又は第 11 項に

規定する回答を当社が行った日から申込みを撤回した日までの間のその申込みに

係る設備保管料（保管料に限ります。）及び設備使用料（受発電設備に係るもの

に限ります。）に相当する額 

(2)  接続申込者

が、第 78条の３

第１項第２号に

規定する相互接

続点の設置の申

込みの撤回を行

った場合の違約

金 

建設請負契約を締結した日又は自前工事の申込みが当社に到達した日から申込み

を撤回した日までの間のその申込みに係る設備使用料（受発電設備に係るものを

除き、設置の申込みを撤回した相互接続点がＭＤＦに係るものである場合の料金

表第１表(接続料金)第１（網使用料）２-１-１-１第４欄ア欄（イ）①に規定する

料金額を含みます。）に相当する額 
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附 則（平成 31年２月 15日東相制第 18-00074 号） 

（実施時期） 

１ この改正規定は、平成 31 年２月 15 日から実施します。ただし、この改正規定における変更のうち、第

10 条の４（相互接続点の設置）第１項、第 78 条の３（通信用建物等に相互接続点を設置する等の手続きに

係る違約金）第２項、第 95条（接続に必要な装置等の設置又は保守に係る契約）第１項（「通信用建物内」

を「通信用建物等」にする変更及び「通信用建物内」を「通信用建物」にする変更を除きます）、第２項

及び第５項並びに別表４（違約金）第４第２欄については、当社の準備が整い次第、第 10条の３第１項及

び第９項に基づく申込みがあったものから適用します。 

 

 

（経過措置） 

２ 前項ただし書きに規定する改正規定適用前に、接続申込者が従前の第 10条の３（相互接続点の調査及び

設置申込み）第１項又は第９項の規定により相互接続点の調査及びその設置の申込み又は当社ラックにお

ける接続に必要な装置等の調査の申込み及びその設置の申込みを行った場合には、それらの申込みに係る

手続きについては、なお従前の通り取り扱うものとします。 

 

 


